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平成22年12月１日（水曜日）

午前10時２分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成22年度宮崎県一般会計補正

予算（第８号）

○議案第７号 宮崎県における事務処理の特例

に関する条例の一部を改正する

条例

○議案第12号 損害賠償の額の決定について

○報告事項

・損害賠償額を定めたことについて（別紙１）

○請願第40号 認定こども園への事業費の継続

と幼児教育無償化に関する請願

○請願第41号 350万人のウイルス性肝炎患者の

救済に関する意見書採択を求め

る請願

○請願第42号 知的障害者が安心して暮らせる

入所施設の存続を求める請願

○請願第45号 後期高齢者医療制度の廃止に関

する意見書提出を求める請願

○請願第46号 最低保障年金制度の制定を求め

る請願

○福祉保健行政の推進並びに県立病院事業に関

する調査

○その他報告事項

・県立病院事業の平成22年度上半期の業務状況

・「宮崎県地域福祉支援計画」改訂（案）につ

いて

・宮崎県医師修学資金貸与条例施行規則の一部

改正について

・県立看護大学の入学試験手数料の免除につい

て

・平成22年度「宮崎県夢ふくらむ子育て顕彰」

の受賞者について

出席委員（７人）

委 員 長 中 野  明

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 米 良 政 美

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 黒 木 覚 市

委 員 濵 砂 守

委 員 外 山 良 治

欠席委員（１人）

委 員 図 師 博 規

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

病院局

病 院 局 長 甲 斐 景早文

病 院 局 医 監
豊 田 清 一

兼 宮 崎 病 院 長

病 院 局 次 長
佐 藤 健 司

兼経営管理課長

県立日南病院長 長 田 幸 夫

県立延岡病院長 楠 元 志都生

福祉保健部

福 祉 保 健 部 長 高 橋 博

福祉保健部次長
田 原 新 一

（ 福 祉 担 当 ）

福祉保健部次長
畝 原 光 男

(保健･医療担当)

こども政策局長 村 岡 精 二

部 参 事 兼
城 野 豊 隆

福 祉 保 健 課 長

医 療 薬 務 課 長 緒 方 俊

薬 務 対 策 室 長 岩 﨑 恭 子

部 参 事 兼
江 口 勝一郎

国保・援護課長
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長 寿 介 護 課 長 大 野 雅 貴

障 害 福 祉 課 長 高 藤 和 洋

就 労 支 援 ・
野 﨑 邦 男

精神保健対策室長

衛 生 管 理 課 長 船 木 浩 規

健 康 増 進 課 長 和 田 陽 市

感 染 症 対 策 監 日 高 政 典

こども政策課長 鈴 木 一 郎

こども家庭課長 川 野 美奈子

事務局職員出席者

総務課主任主事 押 川 康 成

議事課主任主事 吉 田 拓 郎

○中野委員長 ただいまから厚生常任委員会を

開会いたします。

まず、委員会の日程についてでありますが、

お手元に配付いたしました日程案のとおりでよ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時２分休憩

午前10時３分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等についての

説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明がすべて

終了した後にお願いいたします。

○甲斐病院局長 おはようございます。

それではまず、当委員会に御審議をお願いい

たしております議案につきまして、その概要を

御説明申し上げます。

お手元の平成22年11月定例県議会提出議案を

ごらんいただきたいと思います。表紙をめくっ

ていただきまして、目次をごらんいただきます

と、病院局関係の議案は、下から２番目の議案

第12号「損害賠償の額の決定について」の１議

案でございます。

51ページをお開きいただきたいと存じます。

これは、県立延岡病院におきまして平成19年５

月に発生いたしました医療上の事故に対する損

害賠償の額を定めることについて、「宮崎県立

病院事業の設置等に関する条例」第９条の規定

により、県議会の議決をお願いするものであり

ます。

次に、１件御報告させていただきたいと存じ

ますが、お手元の厚生常任委員会資料をごらん

いただきたいと存じます。表紙をめくっていた

だきまして、目次の下のほう、その他報告事項

の「県立病院事業の平成22年度上半期の業務状

況」についてであります。概要を申し上げます

と、今年度の上半期は、診療報酬が10年ぶりの

プラス改定であったことに加えまして、引き続

き収益確保と費用削減に取り組んだ結果、昨年

同期よりも収支が改善している状況にありま

す。下半期につきましても、病院局職員一丸と

なりまして、より一層の経営改善に努めてまい

りたいと、このように考えております。

以上、詳細につきましては、後ほど佐藤次長

から御説明させていただきますので、よろしく

お願い申し上げます。

私からは以上であります。

○佐藤病院局次長 それでは、私のほうから御

説明させていただきます。

お手元の厚生常任委員会資料１ページをお開

きいただきたいと思います。まず、議案第12号

「県立延岡病院における医療上の事故に係る
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『損害賠償の額の決定について』」でありま

す。

１の損害賠償の概要についてでありますが、

県立延岡病院において、卵巣腫瘍・子宮筋腫切

除のために入院された患者さんに、医療上の事

故により、左足のしびれ及び痛みが残ったこと

について、損害賠償に関する和解が調ったもの

であります。

次に、２の事故の概要についてであります。

損害賠償の対象となりました患者は、事故当

時36歳の女性ですが、卵巣腫瘍・子宮筋腫切除

の手術のために、平成19年５月14日に県立延岡

病院に入院し、５月17日に手術を施行いたしま

した。術後２日後の５月19日に、左足にしびれ

があるとの主張がありましたが、この時点で

は、術後経過の範囲内との判断をしておりまし

た。５月25日に退院されましたが、退院後も足

のしびれ、痛みがとれず、他院にて治療を行っ

ておられたようでございます。

平成20年５月21日に、延岡病院産婦人科を経

過観察のため受診された際、「足のしびれ、痛

みは手術時の麻酔から来ているのではないか」

との主張があり、後日、神経内科にて神経伝導

検査やＭＲＩ検査を行いましたが、明らかな異

状は認められませんでした。しかしながら、左

足のしびれは残っていることから、これまでの

経過を考慮すると手術時の麻酔の影響は否定が

困難であると判断をいたしました。

その後も他院での治療を継続しておられまし

たが、平成21年12月16日に病状が固定し、複合

性局所疼痛症候群と診断されたところでありま

す。

次に、３の損害賠償の理由であります。これ

までの経過から周術期、いわゆる手術を中心と

してその前後を含んだ一連の期間の合併症であ

ることは明らかであり、神経麻痺を起こし、結

果として左足にしびれ及び痛みが残ってしまっ

たことに対する麻酔の影響を否定することがで

きないことから、病院に過誤があったとするこ

とについて反論の余地はないと判断をしたもの

であります。

次に、４の損害賠償額でございますが、損害

賠償額1,102万円で和解の仮契約を締結したとこ

ろであります。

なお、５の予算措置にありますように、賠償

額については、県立病院が加入しております病

院賠償責任保険から全額補てんされることと

なっております。

資料の説明は以上であります。

医療事故の防止につきましては日ごろから十

分注意をしておりますが、今回、患者さんに障

がいが発生したことについては、まことに残念

で、大変申しわけなく思っております。今回の

件を重く受けとめ、医療の安全確保について点

検を行うとともに、診療について万全を期すよ

う努力してまいります。

次に、平成22年度上半期の県立病院事業の業

務状況について御報告させていただきます。

お手元の厚生常任委員会資料の２ページをお

開きください。まず、１の業務の概況について

御説明いたします。（１）の患者の概況であり

ますが、平成22年度上半期における患者数は、

延べ入院患者数が17万7,000人余、延べ外来患者

数が16万1,000人余で、前年度同期と比較します

と、入院が942人、0.5％の増、外来が2,832

人、1.8％の増となっております。

次に、アの延べ入院患者数につきましては、

病床の種類別では、一般科が17万2,000人余、精

神科は5,000人余となっております。また、病床

利用率は全体が79.0％、内訳では、一般科が79
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.4％、精神科が67.0％となっております。

また、病院ごとの状況につきましては、表の

ほうで御説明いたします。まず、宮崎病院でご

ざいますが、一般科が７万1,068人で、2,241

人、3.1％の減、精神医療センターが5,148人

で、1,108人、27.4％の増、全体で７万6,216人

と、1,133人、1.5％の減となっております。こ

れは、一般科につきましては、１人当たりの在

院日数が短縮されたこと等の影響から延べ患者

数が減少し、精神医療センターにつきまして

は、オープンから１年が経過し、昨年度に比べ

ますと患者数が平常化してきた結果によるもの

と考えております。次に延岡病院につきまして

は、５万9,449人で、1,902人、3.3％の増となっ

ております。これは、平成20年度、21年度と医

師不足による休診の影響等もあり患者数が大き

く減ってきたわけですが、この状況が下げど

まったのではないかと考えております。次に日

南病院につきましては、４万2,071人で、173

人、0.4％の微増となっております。

次に、イの延べ外来患者数につきましては、

種類別では、一般が15万6,997人、精神が4,751

人となっており、病院別では、まず宮崎病院

が、一般科が７万5,677人で、233人、0.3％の微

増、精神医療センターが4,751人で、1,913

人、67.4％の増、全体で８万428人と、2,146

人、2.7％の増となっております。精神医療セン

ターにつきましては、先ほど延べ入院患者数の

ところで御説明いたしましたように、センター

オープン後の患者数の平常化によるものと考え

ております。次に延岡病院につきましては、３

万9,453人で、2,596人、7.0％の増となっており

ます。また日南病院につきましては、４万1,867

人で、1,910人、4.4％の減となっております。

次に、一番下の表、（２）職員の状況につい

てであります。９月30日現在でありますが、職

員総数は1,323人で、前年度比４人の減となって

おります。このうち医師が174人で、前年度同期

比６人の減となっており、内訳は、延岡病院で

５人、日南病院で１人の減でありますが、平

成19年度、20年度の医師数はいずれも174人前後

となっておりまして、今年度と同程度でありま

すことから、３～４年の中期的スパンで見まし

た場合、医師不足が新たに生じたということで

はないと考えております。

次に、３ページをごらんください。２の経理

の状況でございます。まず、（１）収益的収支

の状況でありますが、縦に病院ごとの21年度及

び22年度の上半期の金額と増減の状況、横に収

益及び費用、そして一番右側の欄が差引収支と

なっております。

なお、表の下、欄外の米印２のところに記載

しておりますけれども、収益のうちの一般会計

繰入金、また支出のうちの退職給与金、減価償

却費等につきましては、実績額ではなく年間予

算額の２分の１を計上しております。その理由

を御説明いたしますと、病院事業会計の収益的

収支の場合、一般会計繰入金収入は年額で約40

億円でございますが、その８割近くが上半期に

収入をされております。逆に支出のうち退職給

与金等の費用は下半期に集中いたします。した

がいまして、経理上の収益、支出の額を単純に

用いますと、上半期は黒字でも下半期は赤字決

算という結果となり、年間を見通した経営状況

がわかりづらいものとなります。このため、実

際の経営実態をよりあらわせるよう補正を行っ

ているところであります。

このような考え方で整理した結果、表の一番

下の右端、３病院全体の計の欄でありますが、

差引収支は、前年度が６億9,100万円余の赤字に
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対し、今年度は３億1,700万円余の赤字となり、

前年度よりも３億7,300万円余収支が改善をして

おります。

病院別では、宮崎病院は、表の一番上の右端

の欄、宮崎病院の全体で御説明いたしますが、

前年度が5,000万円余の黒字、今年度が2,700万

円余の赤字で、収支はやや悪化しております。

次に、表の中ほどより少し下、延岡病院です

が、前年度が４億6,700万円余の赤字に対し、今

年度は１億4,800万円余の赤字と、収支はかなり

改善しております。次に日南病院ですが、前年

度は２億7, 4 0 0万円余の赤字、今年度は１

億4,100万円余の赤字と、赤字幅が減少しており

ます。

全体的には改善の兆しが見られる要因とし

て、診療報酬が10年ぶりのプラス改定であった

ことが追い風となっておりますが、何よりも職

員挙げてのさまざまな経営努力の結果があらわ

れてきたと考えております。例えば収益面で

は、新たに設けられた「栄養サポートチーム加

算」等の施設基準や、基準が見直された「急性

期看護補助体制加算」等の施設基準について、

各病院で栄養サポートチームを組んだり、看護

補助に係る院内研修に取り組むことによって取

得にこぎつけたり、病院内に設置されている自

動販売機について競争入札化するなど、費用を

かけずに収益の上がる工夫を行っております。

また費用面でも、後発医薬品の採用率の一層の

向上や診療材料の調達業務委託の推進のほか、

院内の通路等の中でそれほど明るさの必要のな

い場所等については電球の球を外すなど、まさ

に地道な努力も続けているところであります。

次に、４ページをお開きください。（２）資

本的収支の状況でありますが、上半期の収入と

いたしましては、一般会計負担金５億4,100万円

余と、若干の固定資産売却代金のみとなってお

ります。なお、企業債による収入につきまして

は、例年、年度末に借り入れを行うこととなっ

ております。また、右側の支出の欄では、建設

改良費が１億2,100万円余となっておりますが、

これは医療器械の購入等で、９月末までに措置

等が完了し支出済みの分であります。企業債の

償還につきましては、９月償還分として13

億6,500万円余を支出したところであります。こ

の結果、収支差引は９億4,500万円余の赤字と

なっております。

次の（３）損益計算書及び５ページの（４）

貸借対照表につきましては、途中経過になりま

すので、説明は省略させていただきます。

最後に、６ページをお開きください。（５）

の借入資本金等の状況でございます。アの借入

資本金の（ア）企業債明細表でありますが、こ

の表の中ほどの欄、償還額の当年度計をごらん

いただきますと、先ほどの資本的支出で計上し

ておりました13億6,500万円余が償還額となって

おり、この結果、未償還残高は310億6,900万円

余となっているところであります。

以上が上半期決算の概要であります。前年度

と比べますと若干収支が改善しておりますが、

医師確保を初め大変厳しい経営状況にあると認

識しておりますので、今後とも収益確保と経費

節減の取り組みをさらに徹底強化いたしますと

ともに、地域医療機関との連携を一層強化する

など、経営改善に向けて職員が一丸となりまし

て全力で取り組んでまいりたいと考えておりま

す。

説明は以上であります。

○中野委員長 執行部の説明が終了しました

が、その他の報告事項の質疑については後ほど

お受けしたいと思いますので、まず、議案につ
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いて質疑はありませんか。

○丸山委員 勉強不足でもありまして、教えて

いただきたいんですが、宮崎県立病院事業の設

置等に関する条例の９条の規定によりというこ

とで、今回議案で上がっているんですが、損害

賠償額が幾ら以上だったら議案として上げなく

ちゃいけないという条例に基づいてということ

でよろしいでしょうか。報告事項とか専決事項

で幾らと上がってくるんですが、幾らからとい

うのを教えていただきたいんですが。

○佐藤病院局次長 金額は、300万円以上が対象

となります。

○丸山委員 このことによりまして病院のイメ

ージが非常に懸念されるところです。いろいろ

報道等もあったと思いますけれども、その後、

延岡病院に対して、入院とか病院に来る人た

ち、精神的にといいますか、変わったとかいろ

んな話があっているものでしょうか。

○楠元延岡病院長 現在のところ、具体的に患

者様からそういう不安な意見というのは届いて

おりません。

○丸山委員 患者としては言いにくい面もある

かもしれませんけれども、幸い、報告では延岡

病院も入院患者が伸びてきているということで

ありまして、下げどまりの可能性もあるんです

が、印象的に余りよくないものですから、こう

いった事案はできる限りないように、医師、看

護師いろんなスタッフが協力し合って―いろ

いろ説明も受けたんですが、こういう症状が出

るのはかなり少ない確率ということでありま

す。こういったものが出ると病院のイメージが

悪くなりますので、その辺はしっかりと対応し

ていただきたいと思っております。

それと、確認したいんですが、全額が保険か

ら適用されるということですけれども、保険料

は今まで払っていた額より上がると考えてよろ

しいでしょうか。

○佐藤病院局次長 事故の有無というか、状況

によって保険料というのは変わります。今年度

予算ですと3,300万ほどでございますけれども、

昨年度でしたら5,000万ちょっと超えておりま

す。過去の事故とかとの関連で保険料が上がっ

たり下がったりということでございます。

○丸山委員 保険料にも恐らくはね返ってくる

と思いますから、ぜひ今後、こういう事故がな

いように心がけていただきたいと思います。

○黒木委員 去年の12月16日、症状固定の診断

というふうになったと。まだしびれは残ってい

るんですか、現在どういう状況なんでしょう

か。

○楠元延岡病院長 現在、症状はございます。

今まで症状に対して治療して、その症状が少し

ずつとれていく、それが固定した段階で診断書

を出していただいて、こういう手続に入ったと

いうことで、しびれ、力が入らないとか、そう

いう症状は現在もあるようです。

○黒木委員 恐らく今後もリハビリとかいろん

なところでされると思うんですけれども、しび

れがもう少し楽になるとか、そういう可能性は

あるんですか。

○楠元延岡病院長 基本的には、治っていくと

いうんじゃなくて、ある程度固定したという判

断がこの段階でされたというふうに考えており

ます。

○黒木委員 足のしびれといいますと、痛いん

でしょうか、それとも麻痺してしびれているの

か。我々全然その辺の感覚がわからないんです

けれども、歩行とかには影響はないんですか。

○楠元延岡病院長 歩行は可能と聞いておりま

す。ただ力が入りにくいと。
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○中野委員長 ほかにありませんか。

○外山委員 これは日常的な手術ですよね。

しょっちゅうあると、患者が４～５人は必ずお

ると、そういう手術だと思うんですが、麻酔で

こうなったということなんですか。

○楠元延岡病院長 こういうような症状が出た

後、神経内科を含めて精査をやったんですが、

「明らかな所見はないが、手術の前後で起こっ

たのは間違いないだろう」というようなとらえ

方です。

○外山委員 一般的に麻痺が残るというのは、

神経をいじくり回したということで局部的に麻

痺をしているわけですね。症状固定というの

は、痛みもあるんでしょうか。脊髄損傷とか、

私のような人間は、足がなくても幻覚痛という

のが今でもあるんです。一部の神経を損傷して

その周辺が麻痺をしている、その麻痺に対する

補償ですか。麻痺が残った場合の体に与えた影

響というものは―1,000万の補償は随分高いな

という気がするんです。大分障がいが残ってい

るんだろうなと。症状が固定をして、手帳交付

ぐらいの症状が残っているわけですか。

○楠元延岡病院長 歩行は可能ですが、力が入

りにくいので自転車等は乗りにくいというよう

な症状が残っています。

複合性局所疼痛症候群の説明を読ませていた

だきます。「複合性局所疼痛症候群は、骨の損

傷後、または神経損傷後に発生し、原組織損傷

とふつり合いな強度及び期間で持続する慢性神

経障害性疼痛である。その他の症状に自律神経

性変化、運動性変化、栄養変化がある」、損傷

自体はそれほどひどくなくても、症状が非常に

強く、そして長く残っている、こういうような

疾患で、ここの局所が壊れているからこうなん

だというほどはっきりわからなくても、そうい

う症状が非常に残っていると、そういうふうな

症候群と言われています。

○中野委員長 こういう医療事故の場合は、保

険会社がすべて窓口で対応してくれるんです

か、それとも病院としては弁護士を立ててやる

んですか。

○佐藤病院局次長 もちろん病院も当事者にな

りますが、保険会社が間に立ってというか、相

談相手になってやるというのが基本でございま

す。訴訟等になれば、もちろん弁護士さんとの

相談とか出てまいります。

○中野委員長 これは損害賠償ですよね。最終

的には和解書とか契約して、今後これがひどく

なった場合はまた別途になるとか、そこら辺は

どうなんですか。もうこれで終わりという契約

でいいんですか。

○佐藤病院局次長 これで和解しておりますの

で、これで終わりということです。

○中野委員長 これ以上のことはないというこ

とでいいわけですね。わかりました。

ほかにありませんか。

それでは、報告事項について質疑はありませ

んか。

○米良委員 さっき業務状況につきまして次長

のほうから説明をいただきました。病院によっ

ては赤字がまだ発生をするという状況でありま

すけれども、職員の努力が報われてこのような

状況になったと。私どもも頑張っているなとい

う気がするわけでありますが、職員の努力とい

うのは、逆に言えば、全職員に徹底して業務状

況報告がなされていたものなのか、あるいは幹

部の皆さんだけにこういう状況が報告されるも

のなのか、業務状況の報告の機会というのはど

のくらいあるものですか。

○佐藤病院局次長 病院内で言いますと、院
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長、副院長、あるいは看護部長とかの幹部会、

診療科の科長の皆さんとの全部の会議とかあり

ます。そんな会議の場で御説明して周知を図っ

ていると。また、病院局長もしょっちゅう病院

にも出かけていきまして、皆さんに集まってい

ただいて業務状況の御説明をして周知を図って

おります。

○米良委員 方法はそのようなことだろうと思

いますが、一人一人の気持ちの問題だろうと思

いますから、例えば看護師は看護師のいろんな

集いの場があるでしょうし、ありとあらゆる機

会を逃さないで、徹底した業務の報告なり、病

院の経営の実態をつぶさに説明していく中で、

一人一人の意識を高めていくことも非常に大事

だろうなということを考えますと、そういうの

が徹底されてこういう状況になったんではない

か、そういう気がするものですから、一人一人

の機会と場所がなければ、そういう機会をどん

どんつくっていただいて、病院経営のあり方等

につきましては徹底した指導なり協力要請をす

べきじゃないかと思います。まだ相当赤字があ

ります。職員の意識の問題だと思いますから、

要望しておきたいと思います。

○豊田医監兼宮崎病院長 今、米良委員のおっ

しゃったことで、当院の取り組みを御紹介して

おきますが、幹部会を月に２回ぐらいやってお

ります。それから科長会が月１回、病院運営会

議が月１回、看護師長会が月２回、時には院内

掲示板でいろいろなことをアナウンスしており

ます。それから、年に１～２回の院長、事務局

長、看護部長の講話みたいな感じで職員を集め

てやっている、そういう積み重ねでだんだん意

識改革ができてきているのではないかと思って

おります。御紹介いたします。

○甲斐病院局長 今の米良委員の御指摘のとお

りでございまして、今、豊田院長が言いました

ように、こういう形で各病院ごとに情報の共有

をやりながら、私もまた、ダブりますけれど

も、できたら月１回ということで行っておりま

すし、議会が終わりましたら、そのときの本会

議等でのやりとりとか、委員会での模様、委員

の皆様の意見の趣旨も説明して、つぶさに情報

を共有しながらやっていく。何よりも経営改善

というのは職員一人一人の意識にかかっている

と思います。経営形態の方向性も出ましたの

で、一人一人が経営者になったつもりで取り組

んでいただくように、今後とも引き続き意識の

啓発に取り組みながら進んでいきたいと思って

おります。

○黒木委員 先ほど、電球も必要のないところ

は小まめに消しているとか、いろいろ努力をさ

れているようです。電球一つとりましても、長

もちをする電球、あるいは同じ100ワットのもの

を使っても、60ワットでそれ以上に明るいと

か、いろんな電球がありますよね。その分値段

が高いとか、どっちを今病院は選択しているん

ですか。長もちをするほうなのか、安いほうで

単価を決めているのか。日向に今新しい病院を

つくろうとしておりますが、聞いてみますと、

「最初は高いけれども、長もちして明るい電球

をつけようとしている」と聞いて、病院でもそ

ういうことが随分考えられているなと思うんで

す。県病院の考え方、小さいことですけれど

も、その辺はどうなんでしょうか。これは事務

方のほうですかね。

○佐藤病院局次長 場所によって、ずっとつけ

ておかないといけないところは、高くても電気

代が安くなるようなＬＥＤを使っていると。そ

うでない、しょっちゅう消したりつけたりする

ところは通常の電球と、使い分けをしてやって
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いるようでございます。

○黒木委員 使い分けも大事だけれども、今言

うようにしょっちゅうつけたり消したりすると

ころは、意外と長もちしないんだそうです。

やっぱり長もちをするような電球のほうが、電

力も食わないし。努力をされている中にも、少

しずつそういうものにかえていったらどうかな

という気がしますので、要望だけ。

○丸山委員 次のときでいいんですが、各病院

ごとはわかるんですが、診療科ごとに、どこが

伸びているのか伸びていないのかわからない面

があります。医師の確保によってかなり変わっ

てきていると思うんですが、今後経営をちゃん

とするためにはどこを伸ばしたほうがいいかと

か、どの医者を確保したほうが病院経営にいい

のかというのがあるんじゃないかと思うもので

すから、診療科にどういうばらつきがあるのか

は、決算のときにはいつも出していただいてい

るんですが、中間でも見せていただくとありが

たいと思います。逆に、ある診療科が忙し過ぎ

て医者の負担が荷重になっていないかとか気に

なる面もあるものですから、その辺もできれば

見せていただければありがたいと思います。

○中野委員長 ちょっと聞きます。前も言った

けど、診療科目ごとの収支というか、管理は当

然ありますよね。

○佐藤病院局次長 診療科ごとの収入は出るん

ですけれども、費用面、放射線科とか麻酔科と

か特に代表的な例ですが、いろんな診療科とま

たがってチーム医療的にやっているので、費用

面で診療科ごとに出しづらいというのもありま

す。収益面が前年度と比べてどうだったかは出

せると思っております。

○田口副委員長 宮崎病院が外来患者が横ばい

で、日南が減っていますね。その中で、コンビ

ニ受診の抑制を一番言っていた延岡が逆に2,600

人近くふえているものですから、これはどうい

う要因かまず教えていただきたいんですが。

○佐藤病院局次長 要因といいますか、2,600

人、１日に直すと10人ぐらいです。この分がこ

うしたからふえたとかいうことではなくて、昨

年度までが減り過ぎていたのが若干戻ってきた

というレベルかなと思っております。明確な答

えになりませんけど。

○田口副委員長 先ほど言ったように、宮崎が

横ばいで日南も減っているのに、延岡が抑制し

ていたものが少し―これは喜んでいいのか。

コンビニ受診の抑制が緩くなってきたのか、も

うちょっとその運動を進めていったほうがいい

のか、そのあたりを教えてください。

○甲斐病院局長 患者さんの動向というのが診

療科によりましてばらつきがございまして、こ

ういうわずかな数字となりますと細かな分析が

できない部分がございます。ただ、昨年は新型

インフルエンザの関係とかいろいろありまし

た。今御指摘のとおり、コンビニ受診の自粛と

いうのも３年になりますので、患者さんの動

向、動きもある程度安定してきたのかなという

感じはいたしております。そういうものがある

のかどうか細かな分析はできておりませんけ

ど、もう少し事態を見てみたいと思っていま

す。

ただ、医療圏としては北のほうは25万人あり

ます。その中で、休診している診療科とか縮小

している部分が、医師の確保さえできればこの

ように患者さんはふえてくるだろうと私は見て

いるんです。ただ、医療スタッフの疲弊という

のは防いでいく必要があります。そういう意味

では、私どもとしては、高度医療に特化しなが

ら、できるだけ１次医療については地元の開業
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医、あるいは医師会の救急病院のほうで対応し

ていただきたいと思っております。これで今、

各医局等には理解を求めながらやっておりま

す。地元の医療懇談会あたりの御意見としまし

ては、「非常に逼迫しているので、１次・２次

・３次医療を振り分けをせずにやってはどうか

」という御意見もいただいているんですけれど

も、まずは医師の確保が先決だと思っていま

す。そのためには高度医療に特化してやってお

りますというものを前面に出しながらやってい

くことが、長期的に安定的な医師の確保、ひい

ては診療体制の充実につながると思っておりま

すので、引き続きコンビニ受診自粛をやりなが

ら進めていくことで御理解いただきたいと思っ

ております。

○中野委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、以上をもちまして病

院局を終了いたします。

執行部の皆様には、大変御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時45分休憩

午前10時54分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

本委員会に付託されました議案等についての

説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明がすべて

終了した後にお願いいたします。

○高橋福祉保健部長 当委員会に御審議をお願

いいたしております議案等につきまして、概要

を御説明申し上げます。

まず、お手元の「平成22年11月定例県議会提

出議案（議案第１号～第13号）」の表紙をめ

くっていただきまして、目次をごらんくださ

い。福祉保健部関係の議案は、議案第１号「平

成22年度宮崎県一般会計補正予算（第８号）」

及び議案第７号「宮崎県における事務処理の特

例に関する条例の一部を改正する条例」の２件

であります。

次に、報告についてであります。別冊になり

ますが、お手元の平成22年11月定例県議会提出

報告書をごらんください。表紙をめくっていた

だきまして、１ページに一覧表がございます。

福祉保健部関係は、このうち、「損害賠償額を

定めたことについて」の中に２件の事案がござ

います。

これらの議案等のうち、私のほうからは、議

案第１号「平成22年度宮崎県一般会計補正予算

（第８号）」の概要を御説明させていただきま

す。

お手元の平成22年度11月補正歳出予算説明資

料の「福祉保健部」のインデックスのところ、

ページで言いますと13ページをお開きくださ

い。左から２番目の補正額欄の上から２番目の

ところでありますが、福祉保健部では、一般会

計で３億3,415万4,000円の増額補正をお願いし

ております。今回の補正予算は、救急医療推進

体制の整備事業や新型インフルエンザ対策事業

など、国からの委託・補助の決定等に伴い実施

する事業を計上しております。この結果、福祉

保健部の一般会計予算額は、右から３番目の補

正後の額の欄の上から２番目のところです

が、906億1,405万3,000円となっております。

議案等の詳細につきましては、それぞれ担当

課長等に説明させますので、よろしく御審議い

ただきますようお願い申し上げます。

続きまして、提出議案及び報告以外の説明事

項についてであります。お手元の厚生常任委員

会資料の表紙をめくっていただきまして、目次
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をごらんください。その他の報告事項として、

１「宮崎県地域福祉支援計画」改訂（案）につ

いて、２宮崎県医師修学資金貸与条例施行規則

の一部改正について、３県立看護大学の入学試

験手数料の免除について、４平成22年度「宮崎

県夢ふくらむ子育て顕彰」の受賞者についての

４件につきまして、それぞれ担当課長に説明さ

せますので、よろしくお願いいたします。

私のほうからは以上でございます。

○城野福祉保健課長 福祉保健課でございま

す。

福祉保健課からの説明は、平成22年11月定例

県議会提出報告書による報告案件が１件と、厚

生常任委員会資料でのその他の報告事項が１件

の計２件でございます。

まず、平成22年11月定例県議会提出報告書を

ごらんください。インデックス「別紙１」の３

ページをお開きください。損害賠償額を定めた

ことについてであります。福祉保健部の関係は

上から３番目と４番目でありますが、これは、

県有車両による交通事故が１件発生したことに

よるものです。事故の概要は、平成22年４月５

日に、宮崎市内の交差点で県の公用車が直進し

ていたところ、左側から直進してきた相手方車

両と出会い頭に衝突したものであり、原因は、

双方の運転者が左右の安全確認を怠ったことに

よるものであります。損害賠償額は２名合わせ

て39万7,662円で、専決年月日は平成22年10月21

日でございます。

平成22年11月定例県議会提出報告書の説明

は、以上でございます。

続きまして、厚生常任委員会資料をごらんく

ださい。９ページをお願いいたします。その他

の報告事項の１「宮崎県地域福祉支援計画」改

訂（案）についてであります。

まず、１の計画策定の趣旨等についてであり

ますが、社会福祉法において福祉サービスを必

要とする地域住民が自立した生活や社会参加で

きるように、新たな基本理念として「地域福祉

の推進」が規定されました。これに合わせて、

法107条に基づき市町村が「地域福祉計画」を策

定し、県は市町村が行う地域福祉の取り組みを

支援するため、法108条に基づき「地域福祉支援

計画」を策定することとなっております。今

回、平成18年度に策定した現計画は今年度まで

となっていることから、見直しを行い、計画を

改訂するものであります

計画の目的としましては、社会福祉法で示さ

れた事項について、広域的な観点から一体的に

定め、市町村の地域福祉計画の達成を支援する

こととしております。法に示された事項としま

しては、①市町村の地域福祉の推進を支援する

ための基本的方針に関する事項、②社会福祉を

目的とする事業に従事する者の確保又は資質の

向上に関する事項、③福祉サービスの適切な利

用の推進及び社会福祉を目的とする事業の健全

な発達のための基盤整備に関する事項でござい

ます。

次に、２の改訂案の概要でありますが、（１

）の計画の期間につきましては、平成23年度か

ら平成27年度までの５年間といたします。

（２）の基本理念は、「共に支え合い、助け

合う 安心な福祉社会づくり」であります。こ

れは、住民の主体的な参加のもと、地域活動に

かかわるあらゆる人たちとの協働でつむぐ地域

のきずなにより、県民だれもが、年齢や性別、

心身の障がいの有無にかかわりなく、住みなれ

た地域の中で自分らしく安心して生きていくこ

とができる福祉社会づくりを目指すという思い

が込められています。また、今回の基本理念
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は、現在策定中であります県総合計画の分野別

施策、くらしづくりの施策の柱の一つである

「みんなで支え合う福祉社会の推進」のうち、

基本的方向性の「共に支え助け合い安心して暮

らせる環境づくり」と連動させております。

次に、（３）の基本目標と施策であります

が、基本目標は４つございます。１つ目が、①

「地域福祉のビジョンづくり」でございます。

これは、すべての市町村において地域福祉計画

が策定され、その計画に基づいて施策が着実に

推進するよう努めるものであります。施策の主

な改訂点としましては、計画策定済みの市町村

に対して、新たな課題に対応した計画改訂への

取り組みを支援いたします。

10ページをお開きください。２つ目は、②

「地域福祉を支える人づくり」でございます。

地域福祉を推進する上で、何といっても一番大

事な基盤は人であります。福祉サービス提供の

中核となる社会福祉事業従事者等の確保と資質

向上を図るとともに、中核となるキーパーソン

の育成を推進します。施策の主な改訂点としま

しては、介護業務に従事していない潜在的有資

格者の職場への復帰定着の支援や、民生委員の

確保に向けた推薦方法の見直しや、民生委員の

活動をサポートする仕組みづくりを支援しま

す。また、地域福祉コーディネーターの活用モ

デルなど先進事例の市町村等への紹介や、企業

やＮＰＯなど、より多様な主体との協働を推進

します。

３つ目は、③「地域福祉サービスの基盤づく

り」であります。県民が福祉サービスを適切に

選択し、安心して利用できるよう相互支援体制

の充実や福祉サービスの情報提供など、環境づ

くりに取り組みます。施策の主な改訂点としま

しては、地域包括支援センターなどの相談・支

援機関等との連携促進を図るとともに、地域生

活定着支援センターの活用により、刑務所を出

所した障がい者等への支援を行います。また、

見守り体制を充実させ、住民の生活課題の早期

発見や適切な対応を支援します。

４つ目は、④「みんなで支え合う仕組みづく

り」でございます。高齢者のサロン活動や見守

りネットワークなどの地域福祉サービスを、住

民の参加を得ながら普及していくとともに、都

市部を中心とした最近の課題に対しても取り組

みます。施策の主な改訂点としましては、地域

福祉にかかわる者のネットワークを形成し、地

域の生活課題の情報が共有される仕組みづくり

を支援します。また、無縁社会や孤独死などの

都市部を中心とした課題への対応に対する支援

や、災害時要援護者に対する福祉避難所の指定

整備の推進を行います。

次に、３の今後の策定スケジュールとしまし

ては、今月開催予定の社会福祉審議会を経まし

て、お手元に配付しております別冊の資料２

「宮崎県地域福祉支援計画（素案）」によりパ

ブリックコメントを実施いたしまして県民の皆

様から意見を募集し、その後、宮崎県地域福祉

支援計画策定委員会において最終案の決定を行

い、２月定例議会に議案として上程させていた

だく予定にしております。

なお、説明は省略させていただきますが、計

画案の概要につきましては別添資料１を、全文

については別添資料２を配付しておりますの

で、後ほどごらんいただきたいと思います。

福祉保健課からの説明は以上であります。

○緒方医療薬務課長 それでは、医療薬務課分

を御説明いたします。

医療薬務課関係分といたしましては、議案第

１号「平成22年度宮崎県一般会計補正予算（第
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８号）」、議案第７号「宮崎県における事務処

理の特例に関する条例の一部を改正する条例

」、その他の報告事項として「宮崎県医師修学

資金貸与条例施行規則の一部改正について」及

び「県立看護大学の入学試験手数料の免除につ

いて」の４件でございます。

まず、議案第１号「平成22年度宮崎県一般会

計補正予算（第８号）」について御説明いたし

ます。

お手元の平成22年度11月補正歳出予算説明資

料をごらんください。青いインデックスで「医

療薬務課」のところ、15ページをお願いいたし

ます。左の補正額の欄にありますように、今

回、1,227万円の増額補正をお願いしており、こ

の結果、補正後の予算額は、右から３列目の42

億8,843万8,000円となっております。

補正の内容について御説明いたします。

17ページをお開きください。（事項）救急医

療対策費にあります、新規事業の（１）救急医

療体制支援事業1,024万4,000円の増額補正であ

りますが、これは国庫補助決定に伴う補正であ

りまして、詳細は、後ほど厚生常任委員会資料

で御説明いたします。

次の（事項）薬事費にあります、新規事業、

後発医薬品安心使用促進事業202万6,000円の増

額補正でありますが、これは国庫委託決定に伴

う補正であります。内容は、薬務対策に要する

経費であるため、後ほど薬務対策室長が御説明

をいたします。

それでは、厚生常任委員会資料の１ページを

お開きいただきたいと思います。まず、（１）

の新規事業、救急医療体制支援事業についてで

あります。

１の目的でありますが、救急医療体制の整備

を推進するため、過酷な勤務状況にある救急医

療機関の勤務医の処遇改善と負担の軽減を図る

ものでございます。

２の事業概要でありますが、２つの事業を実

施することとしております。まず、（１）の診

療協力支援事業ですが、これは、第２次救急医

療機関等の救急医療体制の確保を図るために、

診療所の医師が診療支援を行った場合に、その

支援に係る報酬等の一部を補助するもので、国

庫補助基準額上限額が１人１回当たり１万3,570

円となっております。補助率は、国が３分の

１、市が３分の２であります。

次に、（２）の救急勤務医支援事業ですが、

これは、救急医療に従事する医師に救急勤務医

手当を支給している救命救急センターや第２次

救急医療機関等に対し支給額の一部を補助する

もので、国庫補助基準額は１人１回当たり、休

日が１万3,570円、夜間が１万8,659円となって

おり、補助率は、国３分の１、事業主体３分の

２であります。なお、この手当は、米印に書い

てありますとおり、宿日直手当や超過勤務手当

とは別に、医師が救急医療に携わった場合に医

師に対して支給される手当全般を指すものでご

ざいます。

３の補正額ですが、診療協力支援事業が142

万4,000円、救急勤務医支援事業が882万円の、

合計1,024万4,000円であります。

次に、議案第７号「宮崎県における事務処理

の特例に関する条例の一部を改正する条例」に

ついて御説明をいたします。

議案書では40～41ページに改正内容について

掲げておりますけれども、常任委員会資料で御

説明をしたいと思います。５ページをお開きく

ださい。（１）医療法に基づく許認可事務の市

町村への権限移譲についてであります。

１の改正の理由にありますように、医療法に
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基づく病院開設許可事項等の変更許可事務につ

いて、取り扱いを希望する市町村に移譲するこ

とにより、医療機関の利便性の向上や事務処理

の効率化を図るものでございます。

２の移譲する事務の内容でありますけれど

も、（１）及び（２）に掲げておりますとお

り、病院の開設許可事項及び診療所の病床設置

許可事項の変更許可に関する事務のうち、病床

数及び病床種別ごとの病床数の変更を伴わない

ものに限定し移譲することとしております。な

お、病床数につきましては県で一括して管理を

行う必要がありますことから、移譲事務からは

除いております。

次に、３の移譲市町村でありますが、保健所

設置市である宮崎市としておりまして、４の施

行期日につきましては、平成23年４月１日を予

定しております。

次に、その他の報告事項について御説明いた

します。

厚生常任委員会資料の11ページをお開きくだ

さい。２の宮崎県医師修学資金貸与条例施行規

則の一部改正についてであります。

まず、１の改正の理由ですが、平成18年度か

ら実施している修学資金の貸与につきまして、

県が指定する医療機関に勤務した場合、返還が

免除されますが、免除の対象となる診療科を拡

大することによりまして、県内の医師不足や地

域偏在の状況等の解消を図ろうとするものであ

ります。

２の改正の内容ですが、返還免除のための公

的病院等の対象診療科の要件について、これま

での小児科、麻酔科及び救急科に加えまして、

新たに産科、内科、外科を加えております。な

お、内科、外科につきましては、本県の医師の

地域偏在の状況を踏まえまして、宮崎市に所在

する公的医療機関を除いております。

施行期日は、平成22年12月１日であります。

参考までに、医師修学資金貸与制度の概要を

記載しております。（１）の対象は大学医学部

在学者であり、（２）の貸与額は、月額10万円

及び入学金相当額28万2,000円となっておりま

す。（４）の貸与状況でございますけれども、

平成22年度の新規貸与決定者が14名でありまし

て、平成18年度からの累計では49名となってお

ります。

次に、13ページをごらんください。３の県立

看護大学の入学試験手数料の免除についてであ

ります。

まず、１の概要でありますが、今年度の県立

看護大学及び同大学院の入学試験を、口蹄疫に

より被害を受けた畜産農家等の子弟が受験する

場合に、入学試験手数料を全額免除するもので

あります。

２の対象者でありますが、主たる学資負担者

が、口蹄疫により、（１）の被害を受けた畜産

農家の方、（２）の勤務する畜産業を主とする

事業所が破産、倒産した方、またはその事業所

が被害を受けたことにより解雇された方のいず

れかに該当する方としております。

３の免除額でありますが、学部の入学試験手

数料が１万7,000円、大学院の入学試験手数料が

３万円となっております。

医療薬務課の説明は以上でございます。

○岩﨑薬務対策室長 医療薬務課薬務対策室の

補正予算について御説明申し上げます。

厚生常任委員会資料の２ページをお開きくだ

さい。（２）新規事業、後発医薬品安心使用促

進事業についてであります。

まず、１の目的でありますが、国からの委託

事業であります後発医薬品安心使用促進事業を
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実施することにより、後発医薬品を患者及び医

療機関が安心して使用することができるよう環

境整備を図ることを目的としております。

次に、２の事業概要でありますが、事業とい

たしまして３項目を予定しております。（１）

の宮崎県ジェネリック医薬品安心使用促進協議

会（仮称）の設置・運営でございますが、医師

会、薬剤師会や医薬品の製造・流通業者、保険

者などの関係機関・団体で構成します協議会を

設置し、後発医薬品の使用促進のための情報交

換や意見交換等を行うものであります。

また、（２）にありますように、後発医薬品

の市場における状況及び医療機関や薬局におけ

る採用・使用状況の実態調査を行いますととも

に、県民の後発医薬品に対する意識調査を行う

ものであります。

（３）の正しい知識の普及啓発であります

が、後発医薬品に関する正しい知識の普及啓発

を図るため、県民等へ啓発資材の作成配布や広

報等を行うこととしております。

最後に、３の補正額ですが、全額国費で、202

万6,000円であります。

薬務対策室の説明は以上でございます。

○船木衛生管理課長 衛生管理課分でございま

す。

衛生管理課からは、議案第１号「平成22年度

宮崎県一般会計補正予算（第８号）」と議案第

７号「宮崎県における事務処理の特例に関する

条例の一部を改正する条例」の２件をお願いし

ております。

まず、お手元の平成22年度11月補正歳出予算

説明資料の青いインデックス「衛生管理課」の

ところ、19ページをお開きください。左から２

つ目の補正額欄にありますように、320万の増額

補正をお願いしております。この結果、補正後

の予算額は、右から３つ目の欄ですが、14

億7,364万5,000円となります。

続きまして、21ページをお開きください。上

から５段目の（事項）食品衛生監視費で、今回

お願いしていますのは、その下、残留農薬・抗

生物質等検査事業でございますが、詳細につき

ましては委員会資料で御説明をいたします。

委員会資料の３ページをお開きください。ま

ず、本事業の目的でありますが、国からの委託

事業「平成22年度食品残留農薬等一日摂取量実

態調査事業」を実施し、食品の安全性を確認す

るものであります。

次に、２の事業概要でありますが、市場で流

通している農産物、加工食品、魚介類、肉類、

飲料水等の食品について、通常行われている調

理方法で調理を行った後、各食品の残留農薬状

況を把握し、安全確認検査を行うものでありま

す。

次に、議案第７号「宮崎県における事務処理

の特例に関する条例の一部を改正する条例」に

ついてであります。

委員会資料の６ページをお開きください。水

道法に基づく簡易専用水道の指導監督等事務に

おける市町村への権限移譲についてでありま

す。

１の改正の理由にありますように、水道法に

基づく簡易専用水道の指導監督等に関する事務

について、取り扱いを希望する市町村に移譲す

ることにより、県民の利便性の向上や事務処理

の効率化を図るものであります。

２の移譲する事務の内容でありますが、水道

法第36条第３項、第37条及び第39条第３項に規

定されています、簡易専用水道、いわゆるビ

ル、マンション等の屋上にあります受水槽タン

クの清掃の指示や立入検査の事務でございま
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す。

移譲市町村は、今回、三股町を追加するもの

でございます。これにより14市町村に移譲され

ることになります。

なお、施行期日は平成23年４月１日でありま

す。

衛生管理課からは以上であります。

○和田健康増進課長 健康増進課分を御説明い

たします。

健康増進課といたしましては、議案第１号

「平成22年度宮崎県一般会計補正予算（第８号

）」と議案第７号「宮崎県における事務処理の

特例に関する条例の一部を改正する条例」の２

件であります。

まず、議案第１号「平成22年度宮崎県一般会

計補正予算（第８号）」でありますが、お手元

の冊子、平成22年度11月補正歳出予算説明資料

の青いインデックス「健康増進課」のところ、

ページで言いますと23ページをお開きくださ

い。左の欄の補正額でありますが、今回、３

億1,868万4,000円の増額補正をお願いしてお

り、この結果、補正後の予算額は、右から３つ

目の欄ですが、40億657万4,000円となります。

補正の内容について御説明いたします。25ペ

ージをお開きください。（事項）感染症等予防

対策費、説明１の新型インフルエンザ対策事業

として３億1,868万4,000円の増額補正となりま

す。詳細につきましては、後ほど感染症対策監

が御説明いたします。

次に、議案第７号「宮崎県における事務処理

の特例に関する条例の一部を改正する条例」に

ついてであります。

厚生常任委員会資料の７ページをお開きくだ

さい。（３）母子保健法に基づく未熟児の訪問

指導に関する事務の市町村への権限移譲につい

てであります。

１の改正の理由ですが、母子保健法第19条に

規定されております未熟児の訪問指導に関する

事務等について、移譲を希望するえびの市と綾

町に権限を移譲することにより、県民の利便性

の向上や事務処理の効率化を図るものでありま

す。

２の移譲する事務の内容としましては、母子

保健法第19条第１項に規定されております未熟

児の訪問指導、及び第２項に規定されておりま

す未熟児の訪問指導の継続に関する事務であり

ます。

３の移譲市町村は、えびの市及び綾町であり

ます。この結果、中核市の宮崎市に加え、新た

に１市１町が未熟児訪問を実施することになり

ます。

４の施行期日は、来年の４月１日を予定して

おります。

移譲する事務の新旧対照につきましては、後

ほど議案書の41ページと42ページをごらんいた

だければと存じます。

私からは以上でございます。

○日高感染症対策監 新型インフルエンザ対策

事業について御説明いたします。

厚生常任委員会資料の４ページをお開きくだ

さい。今回補正をお願いしておりますのは、新

型インフルエンザ対策事業のうち、１の目的に

ありますように、低所得者に対する新型インフ

ルエンザワクチン接種の経済的負担を軽減する

ことにより接種率の向上を図り、新型インフル

エンザによる重症化を予防することを目的とし

て行うものです。

２の事業概要ですが、新型インフルエンザワ

クチン接種助成費補助として、市町村が実施す

る生活保護世帯、市町村民税非課税世帯の低所
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得者へのワクチン接種費用の助成に対して、国

２分の１、県４分の１の補助を行うもので、

（１）につきましては、昨年度から継続して使

用されている新型インフルエンザワクチン接種

に係る４月から９月までの助成費補助でありま

す。（２）につきましては、従来の季節性イン

フルエンザワクチンに新たに新型が加わった３

価ワクチンの使用に伴う10月から来年３月まで

の助成費補助であります。これら市町村に対す

る補助は、市町村が既に実施しております費用

助成に対し、４月にさかのぼって行うものであ

ります。

３の補正額ですが、４月から９月までの助成

費補助につきましては754万3,000円を、10月か

ら来年３月までの助成費補助につきましては３

億1,114万1,000円を、合わせまして３億1,868

万4,000円をお願いしております。

新型インフルエンザ対策事業についての説明

は、以上であります。

○鈴木こども政策課長 常任委員会資料の15ペ

ージをお開きいただきたいと思います。平成22

年度「宮崎県夢ふくらむ子育て顕彰」の受賞者

につきまして御報告させていただきます。

この事業は、子供を安心して生み、育てられ

る社会づくりを推進するため、平成20年度か

ら、子育て支援に意欲的に取り組んでいらっ

しゃるＮＰＯ等の皆さんや企業などを表彰して

いるものでございます。

顕彰の種類及び対象につきましては、１の

（２）に記載しております。①としまして、み

んなで子育て応援部門、②としまして、みんな

で子育て企業部門、③としまして、エンジョイ

子育て実践部門の３部門がございまして、各部

門ごとに大賞及び奨励賞を表彰することにして

おります。

（３）の審査の方法につきましては、事務局

によります１次選考を経まして、有識者の皆さ

ん等４名で構成します選考委員会の選考を踏ま

えまして受賞者を決定しているものでございま

す。

本年度の顕彰受賞者は２に記載しております

が、まず、みんなで子育て応援部門につきまし

ては、19団体からの応募がございまして、大賞

としまして、特定非営利活動法人五ヶ瀬自然学

校と宮崎市木花地域婦人会の２団体を、また奨

励賞としまして、特定非営利活動法人ハートム

に決定したところでございます。次に、みんな

で子育て企業部門につきましては、県内の商工

会議所などの経済団体や市町村等を通じまして

積極的な応募を呼びかけたところでございます

けれども、今回は５団体から応募があったもの

の、該当する企業はございませんでした。次

に、エンジョイ子育て実践部門につきまして

は、９団体の応募がございまして、大賞とし

て、延岡の病児・障がい児の地域生活を考える

会くんくんしゃんの会の１団体を、また奨励賞

としまして、安井安希子さんと、みらい子育て

ネット宮崎市地域活動クラブたんぽぽkidsの２

団体に決定したところでございます。

なお、表彰式につきましては、去る11月20日

から21日にかけまして宮崎市で開催しました

「みやざき子育て応援フェスティバル」の中で

行ったところでございますが、受賞者の皆さん

のそれぞれの活動内容につきましては、他の団

体やグループの模範になるものでございますの

で、県政番組等を通じまして広く県民に周知す

ることにより、社会全体で子育てを応援する機

運の醸成を図ってまいりたいと考えておりま

す。

説明は以上でございます。
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○中野委員長 以上で執行部の説明が終了しま

した。

その他の報告事項の質疑については、後ほど

受けたいと思いますので、まず、議案及び報告

事項について質疑ありませんか。

○丸山委員 救急医療の勤務医の処遇改善とい

うことですけれども、これは、今の勤務医に１

回当たり上限１万3,500円ぐらいプラスして支給

するということだけでなくて、現在は幾らも

らっているのか、基本ベースがわからないもの

ですから、それを教えていただきたいと思いま

す。

○緒方医療薬務課長 例えば、宮崎大学の附属

病院のほうでは、救急勤務医手当として、手術

がある場合に１万円、手術がない場合に5,000円

が、宿日直とか時間外勤務手当とは別に支給さ

れております。ほかには県病院のほうでも、１

時間以上４時間未満で１回6,000円、あるいは４

時間以上になると１万2,000円というような金額

が支給されております。日向のほうでは、済生

会日向病院とか千代田病院、和田病院が２次救

急になっていただいておりますけれども、基準

額１万3,570円と、夜間は１万8,659円で予算積

算をしているということでございます。

○丸山委員 これでいくと、１万円だったのが

１万3,570円に上がるということでいいんでしょ

うか。

○緒方医療薬務課長 この１万3,570円というの

は限度額でございますので、そこまではいいで

すよということで、宮崎大学１万円の場合に

は、１万円を今までは丸々自己負担で出してい

たわけですけれども、国庫補助負担が１万円の

３分の１あるというような考え方でございま

す。

○丸山委員 事業者が負担していた分を改善す

ることがメーンであって、勤務医の処遇改善と

いうふうに読めるんでしょうか。

○緒方医療薬務課長 基本的には、勤務医のほ

うにその手当が行きますので、誘発効果はある

と思います。この前、厚労省のほうで「病院等

における必要医師数実態調査」がございまし

た。その中で報告があったわけですけれども、

現在、医療機関で勤務医手当をやっているとこ

ろが24.9％ほどあるということです。今後、効

果が高いと考えられる取り組みはどんなものが

あるか調査しているんですけれども、一番高い

のが医師事務補助者（医療クラーク）の設置、

その次に勤務医手当というのが2,169件上がって

おりまして、19.5％が勤務医手当、処遇改善と

いうのを上げているということで、何らかの効

果、期待は各病院ともしているということでご

ざいます。

○丸山委員 ２次救急なんかの勤務医手当を

やっているのは24.9％しかないということです

か。それでもって、２次救急医療をやっている

県内の病院が手を上げていただけると理解すれ

ばよろしいんでしょうか。

○緒方医療薬務課長 この補助金は、いわゆる

誘発促進、奨励という意味合いがあると思いま

す。先ほど言われたように24.9％が救急勤務医

手当を出しているところで、今後そういう手当

を出して処遇改善が必要と思っているところ

が19.5％になりますので、事業主体がそういう

形で取り組むものに対して支援をしていこうと

いうことでございます。

○丸山委員 ２次救急をやろうとしても、医師

が確保できなくて、小林市民病院なんかも非常

に厳しくなっていますので、この手当ができて

も実際使えるのかというときに、医師が確保で

きていない面もあろうと思います。補助金があ



- 19 -

るけれども、来年はなければ使い勝手が悪い

と。妊婦健診なんかも、平成22年度が期限だっ

たけれども、その後が手当がつかないから、市

町村も本当にここまでやっていいのかと苦労し

ていて、県の努力によって、すべて14回まで妊

婦健診もやりましょうとなってきたんです。引

き続きこういう手当が続くことが前提じゃない

と、１万3,000円ぐらい手当を出しますよと言っ

ても、継続性がなければ手を上げづらいと想定

するんですが、その辺はどうなっていますか。

○緒方医療薬務課長 委員がおっしゃるとおり

だと思います。この手当があるからといって、

救急医がすぐ確保できるかと言われると、救急

医を目指している全体の数が本県は厳しい状況

にありますので、手当を創設したからといって

直ちに救急医が集まるのは厳しい状況にあると

思っております。今後の状況でございますけれ

ども、国の事業仕分けの中で救急勤務医手当の

問題も実は出ておりまして、今後その手当がど

うなるのか、国の審議状況を見ないとわからな

い状況がありますので、国の動きを見てまいり

たいと考えております。

○丸山委員 ２次救急はある程度しっかりして

いかないと不安が大きいものですから、国のほ

うもしっかりと―継続的な制度でないとなか

なかやりづらい。やれるところは大きな病院

で、ということはだんだんそこに医師が集まっ

ていって、地方はそういうのを使えないとなっ

てくると、今回は使えないからと手を上げない

と、ますます医師の偏在が進むんじゃないかと

いう懸念があるものですから、その辺は十二分

に国のほうにも訴えていただきながら、継続的

な形にお願いしたいと思っております。

○中野委員長 ほかに。よろしいですか。

○外山委員 課長、今議会でも佐久総合病院の

ことがよく出ました。宮崎県の医師の年俸はど

のくらいですか。

○緒方医療薬務課長 詳しい数字を今持ってお

りませんけれども、1,200万程度というふうに

思っております。

○外山委員 前回のおたくの資料では1,370万。

私は何を言いたいかというと、全国は1,300万、

宮崎県は70万高い。でも、なぜ宮崎県、医師不

足なのか。こういうちまちましたことでは処遇

改善には当たらない。例えば佐久総合病院、僕

も４回ぐらい今まで行きました。宮崎県出身医

師がたしか９～10名おるはずです。臨床医は20

人ぐらいの募集に対して60人ぐらい来る、30人

ぐらいは面接でお断りする。どこが違うのと。

給料安いのに宮崎県出身者だけで10人。今はや

めておるかもわからん。でも、私が行ったとき

にはそれぐらいいた。なぜそうなのと。そう

いったところを、課長、１回行っていただい

て、もっと抜本的、根本的な違いを勉強してい

ただいて宮崎県を改善しなければ、１万円上げ

ました、300円上げましたというレベルの議論を

しても意味あらへんと思うけど、どないでっ

か。

○緒方医療薬務課長 臨床研修医や若手の医師

にもいろいろと話を聞くんですけれども、外山

委員がおっしゃるとおり、研修体制とか上の指

導医の体制、あるいは症例数を求めて１回県外

に出てみたいというような声をよく聞きます。

それと、宮崎県の場合は救急医療体制が非常に

弱いということで、救急をやるためには県外に

出て勉強しないといけないということで、実

際、自治医大卒医で義務年限内のドクターがい

るんですけれども、自分は救急医をやってみた

いということで県外のほうに行っています。こ

ういう実態を見ますと、救急医療だけでなく
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て、医療全体の根本的な医療提供体制、システ

ムを考えないといけないんじゃないかというふ

うに思っています。これは行政だけではできま

せんので、大学や医師会と一緒になって―

今、過渡期だと思っています。今いろいろと

やっていますので、これを確実にやることに

よって、若いドクターが宮崎でやりたいという

ものをつくり上げていきたいと思っておりま

す。

○外山委員 初めてモチベーションが高まるよ

うな答弁をいただいてうれしかったんですが、

こういうことではなしに、部長と課長が１回、

佐久総合病院に行っていただいて、宮崎県医師

は宮崎に連れ戻すと、宮崎県を誤解しているの

と違うかと。宮崎県はすばらしいですよ、県立

病院でも。じっくり話をして、医師不足を本当

に解消していただきたい、そういうふうに要望

します。以上です。

○黒木委員 新型インフルエンザのことでお聞

きします。インフルエンザは、普通のインフル

エンザ、新型インフルエンザ、３価というのは

３つの種類のことなんですか。

○日高感染症対策監 今回、事業の名前としま

しては新型インフルエンザワクチンの事業でご

ざいますが、新型だけのワクチンが使われてい

たのが９月までです。10月以降は、３価ワクチ

ンといいますが、Ａ型、Ｂ型、Ａ型の中にＨ１

とＨ３が入っております。３つの株が入ってい

るので３価ワクチンといいまして、Ｈ１につい

ては新型インフルエンザの株を使っておりま

す。10月以降の新型インフルエンザワクチンは

新型ワクチンを含んでおりますが、あと２つは

今までの季節性のＢ型とＨ３を含んでいるとい

うことで、例年使われております季節性のワク

チンと変わらないような形にはなっておりま

す。

○黒木委員 1 0月から３月までの予算で３

億1,100万余り、これは何人分ぐらい予定してい

るんですか。

○日高感染症対策監 接種見込み数を約46

万7,000人、うち補助対象者を13万6,000人と見

込んでおります。

○黒木委員 これで割れば１人当たりの金額が

出てくると思うんですが、補助を全く受けない

一般の人はどれぐらいワクチン代がかかるんで

すか。

○日高感染症対策監 ワクチン代につきまして

は、１回接種では3,600円、２回接種では6,150

円、また65歳以上の高齢者に関しましては、１

回接種が1,800円、２回接種の方が4,350円とい

う金額をベースに国が示しておりまして、県内

では、3,600円を上限とする医療機関と定額を定

めた医療機関と契約している市町村がございま

す。3,600円が最大の額ということになります。

２回接種の場合は6,150円が最大の額ということ

になっております。

○黒木委員 低所得者、ここでは生活保護とか

市町村民税非課税の世帯とかありますよね。病

院では来たときにその人たちがわかるんです

か。

○日高感染症対策監 生活保護世帯、市町村民

税の非課税世帯を対象にしております。市町村

がさまざまな証明書を発行するということで、

市町村ごとに対応が違いますが、わかるように

なっております。

○黒木委員 低所得者の方でも、それを申請し

なければ普通の受診という形になりますよね。

○日高感染症対策監 申請しなければ普通の受

診になる場合もございますが、市町村によって

は低所得者にその通知をするところもございま
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す。すべての低所得者にそういう助成があるか

らという通知をする市町村もございますが、し

ないところが多いわけです。自分が低所得者で

あるかどうか、私どもに問い合わせがありまし

たら、最終的には、市町村にお問い合わせくだ

さいということをしております。

○中野委員長 ほかに。

○丸山委員 関連して、全体が46万人余りのう

ち13万6,000人余りが対象になるということだっ

たんですが、接種率は何％から何％に上がると

いうふうに見込んでいらっしゃるんでしょう

か。

○日高感染症対策監 これは、１～12歳は60％

がするだろう、13～64歳では30％がするであろ

う、妊婦では80％、また65歳以上の方では60％

というような国が示した予想接種率というのが

ございます。それに基づいて県民の接種率を出

しますと46万7,000人ということになります。そ

の中の補助対象者につきましては、低所得者率

―１～12歳では20％、13～64歳では20％、妊

婦では20％、高齢者では45％というような数字

を掛けて補助対象者見込み数を出しておりま

す。その総計が13万6,000人ということでござい

ます。

○丸山委員 １～12歳までの接種率が60％とい

うことで年齢ごとにあったんですが、それが今

回の事業で接種率が60％が70％になるとか、そ

ういう試算が出ているということでよろしいで

すか。

○日高感染症対策監 当然見込み数であります

が、市町村から見込みをそれぞれ上げていただ

いて積み上げた数字に基づいて、私どもがつく

り出した予算額が３億1,000万余になっておりま

す。結果的にすべてが合うとは思っておりませ

んが、そのような数字に近いものになるとは考

えております。

○丸山委員 宮崎県は、昨年度の接種率は全国

平均から見たときに低かったと思っていいの

か、どういう状況だったと理解すればよろしい

でしょうか。

○日高感染症対策監 昨年の接種率を考えます

と、県民全体で21.5％ぐらいが接種しておりま

す。今回の接種見込み数はそれよりも高く見て

おりまして、昨年とは条件が違うと考えており

ます。昨年なぜ条件が違うかと申しますと、新

型インフルエンザワクチンだけを想定しており

まして、新型インフルエンザワクチンができる

のが遅かったということ、ピークが早く来てし

まったためにワクチンが大量に余ったと、打つ

人が１月になったらいなくなったということ

で、この21.5％という数字が出たと考えており

ます。その数字は特に全国的に低いとは考えて

おりません。

○丸山委員 昨年が21％ぐらいの接種率だった

のが、ことしはどれぐらいと見込んでいるの

か、平均したときに何％か、それをもう一回確

認させてください。

○日高感染症対策監 先ほど申しました年齢ご

との60％とか30％の数字を合わせますと46

万7,000人ですが、この数字は県民の約41％と考

えておりまして、昨年はその41％が21.5％だっ

たということでございます。

○丸山委員 昨年のことを考えますと、まず医

療従事者を優先して打って、次に子供さん、高

齢者に打っていたんですが、今はそういう規制

はなくてオープンにやっていると聞いているん

です。医療現場としては混乱をしているとは聞

いていないんです。逆に言ったら新型インフル

エンザが―スペイン風邪で言うと、去年より

もことしのほうがぐっと伸びてくるかもしれな
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いと、変異してというのがあって。人間という

のは忘れやすい動物なものですから、そういう

情報を忘れていて、新型インフルエンザを忘れ

ているといいますか、もう打たんでもいいん

じゃないかというような、本当に41％まで伸び

るのか非常に懸念しているんですが、本当に41

％に上がるという自信はありますか。

○日高感染症対策監 あくまでも国の示したも

のを参考に私どもも積み上げておりまして、季

節性インフルエンザワクチンが例年打たれてい

る状況も４割近く想定できるのではないかと考

えておりますが、ことしがそこまで行くのかと

いうことにつきましてはわかりません。

○丸山委員 こういう事業ができたのであれ

ば、多くの県民の方々に利用していただいて、

重症化にならなければ、もちろん死亡される方

も少なくなると思っていますし、医療費の抑制

に少しでもなるんではないかということもあり

ますので、啓発活動をもう少しやっていただき

たいと思っておりますので、お願いしたいと思

います。

○日高感染症対策監 新聞広告等も出しており

ますが、全体の数字はまた検討していきたいと

思います。

○濵砂委員 健康増進課、資料の７ページ、未

熟児の訪問指導ですが、これに載っているのは

えびの市と綾町と、現在行われている宮崎市、

３市町なんですけど、こういうものを権限移譲

しますというのは県内全市町村に伝えてあっ

て、市町村から申し入れが来て条例改正する分

がこの３市町だということですか。

○和田健康増進課長 委員のおっしゃるとおり

でございます。

○濵砂委員 状況としてはどうなんですか。未

熟児対策というのは、例えば県内第２の都城、

第３の延岡あたりの取り組みというのは、綾

町、えびの市ここがやってなぜせんのかという

ことじゃないんですけど、そういう体制が整っ

ているはずの大きい市がなぜ取り組みしていな

いのかと思ったものですから。

○和田健康増進課長 人口が多いところは件数

が多くなってきますので、どうしても保健師さ

んの数とか訪問体制―訪問以外の保健活動も

たくさんありますし、保健師さんがお若い方が

産休、育休をとっていらっしゃる方が結構いま

す。訪問は保健師と助産師しかできませんか

ら、すべて体制が整っているかといいますと、

訪問指導ができるまでの体制がとれていないと

いうことでありますが、いずれは全市町村にお

願いできるように働きかけは継続して、準備を

お願いしているところでございます。

○濵砂委員 宮崎市は中核市ですから、県の権

限移譲で保健所を持っていますよね。対象者が

多くても宮崎市は対応ができる。ところが、ほ

かの市町村については、未熟児の数にしては保

健師さんと助産師さんの数が少ないということ

で対応ができていないということなんですね。

○和田健康増進課長 基本的には市町村の体制

が完全にできていないと御理解していただいて

いいと思うんですが、実際には、宮崎市以外の

ところについては現在保健所が訪問しているん

ですが、問題がない場合には、市町村の保健師

と同行したり、対応ができるような形で対策を

とって、いずれはお願いしたいというふうに鋭

意事業を進めているところでございます。

○濵砂委員 段階的に進めていただいて、格差

があったらいけませんからね。宮崎市はこの部

分では恵まれていますね。すべての面もそうで

すけど、地域との格差がないように段階的に進

めてもらわにゃいかん。ぜひよろしくお願いい
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たします。

○外山委員 西都市もしていないようですが、

課長、未熟児訪問指導、基本的に訪問指導がこ

れだけ差があっていいんでしょうか。というの

は、今まで福祉課長なんぞ、法務大臣と一緒の

ワンパターン答弁でした。どういった答弁かと

いうと、「すべてのライフステージにおける切

れ目のない行政サービスを適宜適切に行います

」。例えば、ＮＩＣＵで生まれて家に帰った。

いわゆる未熟児であった。そこを宮崎市であれ

ば訪問指導する、西都市であったらせえへん、

こういったことがあってもいいんでしょうか。

どうですか。

○和田健康増進課長 訪問をしていないわけで

はなくて、保健所の保健師が行くか市町村の保

健師が行くかでございますので、現在のところ

全員訪問はできておりますが、宮崎市について

は市の保健所が行くので、県の保健所の保健師

が携わっていないということでありまして、訪

問について格差があるというわけではなくて、

これについてはきちんとできております。それ

を県の保健所がかかわらずに市町村独自でやっ

ていただけるかどうかということでございます

ので、独自でやれる体制がまだ完全に整ってい

ないと御理解をいただければと思います。

○外山委員 回数に変化はないと。

○和田健康増進課長 回数については、もし市

町村のほうに移譲すれば、保健所独自でやって

いるよりもふえる可能性はあると思います。

○外山委員 でしょう。だから、差があっても

いいのかという質問をさっきした。どうです

か。

○和田健康増進課長 宮崎市の回数を確認して

検討させていただきたいと思いますけれども、

格差があるようでしたら、是正できるように努

力したいと思います。

○外山委員 先ほどは回数に差があるとおっ

しゃったでしょう。それじゃ困りますというこ

とで今言っているわけです。今は、格差を確認

してみます。前言ったことと、後で説明が違っ

ていますでしょう。

○和田健康増進課長 済みません。ちょっと言

い方が悪かったかもしれませんけれども、回数

に格差があれば問題だと思っておりますので、

確認の上対応させていただきたいと思います。

現時点で格差があるかどうかというのは、私も

了解しておりません。市町村に移したときには

多くなるかもしれないという推測でございま

す。

○中野委員長 まだ質疑はありますね。

それでは、暫時休憩いたします。

午後０時１分休憩

午後１時13分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

ここで、委員会の傍聴についてお諮りいたし

ます。

宮崎市の首藤氏から、執行部に対する質疑を

傍聴したい旨の申し出がありました。

議会運営委員会の確認・決定事項に基づき、

先着10名に限り許可することに御異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、傍聴人の入室を許可

することといたします。

暫時休憩いたします。

午後１時13分休憩

午後１時14分再開

○中野委員長 委員会を再開します。
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傍聴される皆様にお願いいたします。

傍聴人は、受け付けの際にお渡ししました

「傍聴人の守るべき事項」にありますとおり、

声を出したり拍手をしたりすることはできませ

ん。当委員会の審査を円滑に進めるため、静か

に傍聴してください。また、傍聴に関する指示

には速やかに従っていただくようお願いいたし

ます。

それでは、委員の質疑をお願いいたします。

その他の報告事項も含めてお願いいたしま

す。

○濵砂委員 宮崎県地域福祉支援計画（素案）

の５ページ、資料の要求で一番先に手を上げま

した。最初の少子・高齢化の進行の中の１つ目

の丸、中段に「平成47年には91万２千人と、100

万人を割り込むと推計されており」というのが

あります。ここは平成47年。ほかの事項をずっ

と見ていくとベースが平成17年からになってい

るんです。これが30年後を目安に47年というの

が出ていると思うんですが、次の段は、「本県

の年少人口（15歳未満）は、平成17年現在16万

９千人（中略）平成47年には、９万５千人まで

減少する」、ずっとおりていって次の丸のとこ

ろ、「一方、本県の65歳以上の高齢者人口は平

成17年現在27万１千人」と、平成17年をベース

に書いてあるんです。ところが、「平成42年に

は減少に転じる」という表現がしてあって47年

が出ていないんです。それからその下、「平

成47年には36.9％に達し、県民の３人に１人が

高齢者という極めて高齢化の進んだ社会の到来

が見込まれています」、最後の下、「高齢世帯

の数は、昭和60年には、６万１千世帯でした

が、平成17年には、14万６千世帯と2.4倍に増加

」、これが47年が出ていないものですから、平

成17年から47年のベースの数字を出していただ

きたい。このものに入る前にそれがわからない

と、見たときに整合性がないんです。その要求

です。わかったら教えてください。わからなけ

れば後から資料でお願いします。

○城野福祉保健課長 申しわけありません。整

合性がとれていない部分がございまして、今手

元にないものですから、後ほど御報告いたしま

す。

○外山委員 関連で、長計との整合性はどうな

んですか、長計では2030年、今から20年後の年

少人口、０～14歳を12％、地区ごとに上げてあ

ります。１％ぐらいずつ伸びているんですが、

この場合はその数字が使ってあるかどうかお答

えください。

○城野福祉保健課長 基本的に長計のほうから

持ってきた数字です。国勢調査が2005年（平

成17年）まで出ているものですから、それ

と2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所

の数字を基本に同じようなとらえ方をしている

ということで、ベースは同じと考えておりま

す。

○外山委員 長計では、2005年からではなくし

て、23年度を基点として20年後の宮崎県の人口

は幾らとしていますか。

○城野福祉保健課長 先ほど平成42年というこ

とで96万3,000人というふうにお答えしたんです

けど。

○外山委員 整合性がとれていないから今聞い

ているんです。96万人は今までの推計。長計で

はそれが99万人ぐらい。96万人とは違う。

○城野福祉保健課長 少々時間をいただいて調

べてみます。

○中野委員長 そのほか。

○米良委員 まだ私はこの素案を最初から最後

まで読んではおりませんが、往々にして計画と
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いうことになりますと、これを５年間のうちに

立派なものに実施をしていくかということが疑

問視をされるわけでありますが、あくまでも計

画倒れにならないように、現状は現状として分

析をしているのはよくわかるんです。今から10

年後、５年後、人口はどうなって福祉はどう

なっていくかという見通し、それぞれの考え方

を羅列しているのはわかるんですが、ここにも

最初出ておりますように、市町村に対して県が

大所高所から指導的な役割を発揮して、どう地

域福祉に貢献をしていかなきゃならないか、地

方自治体はそのために何をしなきゃならないか

というものを念頭に置きながら、皆さんたちが

指導力を発揮していかなきゃならんと思うわけ

です。ですから、皆さん方の指導力というの

は、県民は大きな期待と希望を持っているわけ

です。だから、最初に言いましたように、これ

がどう県民の皆さんたちに映って、これを実現

可能なものにしていくか、その成果はどうなっ

ていくかという５年後の姿というものに県民は

期待するわけです。

そういう点から、特に地域福祉サービスの提

供をどうしていくかということについては、市

町村の役場、自治体を中心として、さっきから

整合性というのが出てきましたが、それが果た

して今までどの程度できておったのか。どの程

度市町村と連携をとって、例えばこの町の福

祉、この町の高齢化対策、この町の少子化対策

についてはどうかというところを綿密に精査し

ながら、当該市町村自治体と勉強会なり研究会

なり回を重ねてやっていくことに、この５年間

の成果というのが出てくると思うんです。果た

してそれが今までやっておったかどうかという

ことを私は疑問視するんです。

どういうことかと言いますと、自立するため

に入る施設、自立支援といいましょうか、障が

い者の皆さんたちも、そういう施設に入ったけ

れども、３年後、５年後、10年後には自立して

いかなきゃなりませんというものが最初あるわ

けでしょう。ところが、3,000人なら3,000人の

施設に入っている障がい者の人たちが、３年

後、５年後、10年後に自立したのはどのぐらい

おるのかと問われたときに、今まで未知数なん

です。「いや、仕方がないですわ。もう自立よ

うしませんわ」ということで、そういうことを

見逃してきた経緯があると思うんです。そうい

うところに視点を十分当てながら、社会復帰す

る人たちへの支援、あるいは社会復帰していく

ための行政の努力、県の指導はどうあるべきか

ということを真剣に対応していく気迫と努力が

ないと、絵にかいたもちに終わってしまう可能

性がなきにしもあらず、過去のそういう計画に

おいてね。だから、指導力というのは、課長、

あなたたちは特に、これから５年間向かうわけ

ですから、その辺をぴしっとした体制強化とい

うか、そういうものを私は特に皆さんたちに期

待をするわけです。

もう一つは、生活保護世帯にしてもそうで

す。とどまるところを知らんでふえるばっか

り。言い方が悪いけれども、「仕事をするに

も、仕事がないから仕方がありませんわ」とい

うことで、仕事のあっせんもしない、あるいは

市町村自治体もそうです。見過ごしてしまう。

そういうことを克服していくための一つの支援

策ですから、保護世帯というのは減っていかな

きゃならんと私は思うんです。ところが、仕事

がよだきいかなんかしらんけれども、だんだん

それがふえていく。門川町では物すごくふえて

います。そういうことを見るにつけ、実態を見

聞するにつけ、何と情けないと思うんです。そ
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れが本当の福祉サービスかと問われたときに、

私は決してそうじゃないと思います。サービス

をしながら、そういう人たちが社会復帰してい

く、保護世帯がなくなっていく、そういうこと

が本当の福祉だと思うんです。裏を返せば、そ

ういうことがどんどんふえていくんじゃなくて

減っていくようなサービスの仕方、指導のあり

方等に力点を置かなきゃならんと思うんです。

もう一つは、介護人もだんだん減っています

よね。皆さんたちも財政を相当投入して介護人

の養成を昨年あたりからやっていますけれど

も、一向にふえない。ふえない原因は何かと

いったら、介護人の報酬が安いからだれもなり

たがらないというのが、ここ５～６年の経験の

中で出てきておるわけでしょう。では、報酬が

安ければ、報酬を上げればいい、介護人をふや

すために。それもせんでおって、やれ介護人が

不足している、あと何千人、2,500人、3,000人

宮崎では不足しているというデータも出てい

る。それに近づくためには、単純な話が報酬を

ふやせばふえるんじゃないですか。そういうこ

とを、わかっているけれども対応しないところ

に私はもどかしさを持つんです。ここ２～３年

そう思えて仕方がありません。計画的なものが

出て、本当によかったと５年後に言えるような

計画づくり、対応の仕方を特に要望しておきた

いと、このように思うんです。

それから、地域福祉サービスをしていく前提

においては、もう一つは民生児童委員です。こ

れは選び方にも問題があると思う。例えば地方

自治体においては、「あそこの区長さんにお願

いしておけばだれか出すだろう」「ここの区長

さんに頼んでおけばだれか出すだろう」という

役場の対応の仕方では、今の時代に合った民生

児童委員の選任ということはあり得ないと思

う。もうちょっと学識経験等が豊富な人たちを

選任するような方法を県は指導すべきです。た

だなればいい、数的に満たせばいいというよう

な民生児童委員のあり方というのは、決してい

い成果は出てこないと思う。そういう点におい

ても目配り、気配りをしながら、皆さんたちの

指導というか力量を発揮してもらいたい、そう

いうものを前提とした成果を追い求めてほし

い、このように思えて仕方がありません。

これをぱっと見たときに、特に目につくのは

「地域福祉を支える人づくり」、まさにそれに

従事する人たちの力量というか、力を持った

人、能力にたける人を選任して当たっていくよ

うなこれからの地域福祉を、地方自治体の市町

村に十分指導してください。なればいいという

ものじゃないと思うんです。そして町や村の地

域福祉がどうなっているかということぐらい、

検証をあなたたちはせにゃいかんと思います。

自己満足じゃだめと思う。計画を今から実行す

るに当たって、苦言ではありませんけれども、

日ごろ考えておることを言ったところでありま

す。特に指導力を発揮してください。そして市

町村自治体への提供というか、お願いします。

何かありましたら。

○城野福祉保健課長 委員のおっしゃる地域に

密着したというか、この計画をつくる中で考え

ることは非常に多かったんですが、支援計画を

県がつくって、市町村が地域福祉計画をつくる

ようになっているんですが、それ自体がまだ14

しかできていないということで、あと12につい

ては地域福祉という理解がまだまだ足りないの

かなと。そういう意味では積極的に県のほうか

らも働きかけて、支援等も含めながら、計画を

つくる中で、人の育成も市町村がしっかりやれ

るように考えていきたいと思います。
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○米良委員 言い落としましたけど、もう一つ

は、介護に関連することです。在宅福祉、在宅

介護というのを長い間我々も訴えてきました。

やっぱり高齢者を我が家で介護するのは、自分

のところが一番いいと言いながら、施設に預け

てそのまま、３カ月も半年も１年もそこの施設

に家族が行くようなこともない人もいる。だか

ら、在宅介護が本当にいいですよと言いながら

も、「じゃ県はどういうふうな対応をしたのか

」と問われると、単純な話が、介護する高齢者

を１人抱えれば、一月３万円でも４万円でもい

いから助成金というか介護手当を出して、本当

に家族のぬくもりのある介護ができる家庭がた

くさんあるんです。そういう調査もしながら、

在宅介護に力点を置くとか、そういうこともこ

の中に今から盛り込んでほしいというのも一つ

あります。県民のかゆいところに手が届く地域

福祉というのを真剣に受けとめて、金は要るけ

れども、そういうことをやりましょうという気

概を持ってください。

○中野委員長 要望でいいですか。

○濵砂委員 もう一度、確認のために。今回の

計画期間が23年から27年の５年間ですよね。そ

れで、過去、平成17年から22年までが５年間で

計画をされている。今度は23年から27年まで計

画をされて、その後20年間というのが一番最初

のほうに出てきているんです。これと同じよう

に数字を全部押さえていただきたいんです。ど

ういう変化をしているのか。さっきはその数字

を教えてくださいということだったんです。

○城野福祉保健課長 言われたことは十分わか

りましたので、今のことについては推計等でき

るかどうか調べてみます。推計ができる部分

と、人口問題研究所のほうでやっている部分と

やっていない部分もあるものですから、そのあ

たりを含めて調べさせていただければと思いま

す。

○濵砂委員 丸の最初のところに「平成22年７

月現在の113万２千人」という数字が出ているん

です。これは実数ですよね、平成17年から平

成22年の変化が書いてあるわけですから。22年

７月がベースになれば、22年のものを、年少人

口も少子化も高齢者も高齢化率も高齢化世帯も

全部押さえてほしいんです。そうでないと計画

がどうなっていくのかわからんじゃないです

か。だから、入る前にこの数字を欲しいんで

す。中の内容との整合性が保てない、そのこと

だったんです。すべての数字を出していただき

たい。そして５年後の問題も、そして20年後の

問題もありますから、そこの推定数字を出して

いただければ、それを踏まえて中に入るという

ことなんです。よろしくお願いします。

○中野委員長 今は出ないですね。

○外山委員 何でそんなに時間がかかるの。総

合政策課に取りに行って持ってくれば２～３分

で終わるでしょう。

○中野委員長 暫時休憩します。

午後１時36分休憩

午後１時40分再開

○中野委員長 委員会を再開します。

○城野福祉保健課長 済みません。まず、濵砂

委員の言われた、人口問題研究所のほうでいく

と数字的にはございまして、47年に年少人口は

９万5,133人になるということです。高齢者人口

は、65歳以上で33万6,549人と。

○中野委員長 それは出どころが違うわけ。そ

こを説明して。

○城野福祉保健課長 外山委員の言われたの

は、こちらのほうは、おっしゃるとおり国勢調
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査と国の人口問題研究所のほうで出しておりま

す。総合政策課は独自の手法でケース１とケー

ス２ということで、長計をした場合はというよ

うな形で数字が出ておりまして、このあたりの

整合性が確かにとれておりませんので、このあ

たりは検討させていただきたいと思います。数

字として使うのがです。

○外山委員 先ほど申し上げたように、来年の

２月議会で長計は議会の議決が必要、議会で賛

成するか反対するかは別として、この数字が議

会の合意、将来推計人口になるわけ。それとは

違って、議会は議会よ、知ったこつか。おれた

ちはおれたちでやるんじゃと。これだったら整

合性も何もあったもんじゃないでしょう。これ

は部局で協議をして、推計人口ぐらいは一緒に

してもらわんとと思う。

○城野福祉保健課長 委員のおっしゃる意味は

よくわかりますので、整合性をとるように。こ

れも議案に２月議会でかける計画なものですか

ら、最初に説明もしたんですけど、今回は現状

のお話ということで、いい御意見をいただいた

ということで……。

○中野委員長 暫時休憩いたします。

午後１時43分休憩

午後１時44分再開

○中野委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

今の件につきましては、部同士で調整して、

閉会中の委員会でまた議論させてください。

○丸山委員 教えてください。９ページの（３

）基本目標と施策というところですが、「すべ

ての市町村で地域福祉計画が策定され」という

ことと、下の段に施策の主な改訂（追加）点と

いうことで、策定済みの市町村があるというよ

うなことが書いてあるんですが、今はまだすべ

ての市町村が策定されていないという認識でよ

ろしいでしょうか。

○城野福祉保健課長 全体の26市町村のうち14

市町村がつくっておるんですが、あとの12市町

村がまだ策定されていないという状況です。

○丸山委員 努めなければいけない、努めると

書いてありますけれども、どれぐらいの強制力

があると認識したらよろしいでしょうか。

○城野福祉保健課長 義務計画ではなくて、市

町村では長期計画とかつくっていて重なってい

る部分があるということで、人員とかいろんな

意味で体制的にできない市町村も12ほどありま

すが、そのあたりはこれから強く指導していき

たいと思います。

○丸山委員 いずれにしましても、米良先生も

言われましたけど、絵にかいたもちじゃなく

て、本当に実行できるかどうかも大きな担保だ

ろうと思っていますし、法律では社会福祉法と

いう大きなものがあって、そのうちの計画とい

うことですけれども、宮崎県だとどこがどう今

後変わってくるのか、改訂点が９ページ、10ペ

ージに書いてありますけれども、ほかの県とは

ここが違うよというのがあるのか。押しなべて

見たときに、全国同じようなことを書いてい

て、差があるのか読みづらい点があるものです

から。それはありますか。

○城野福祉保健課長 いろんな県の新しい計画

を見てみたんですが、社会福祉法で枠組み等策

定指針みたいなものがあるものですから、各県

ほぼ同じような構築です。ただ、最後の章の

「みんなで支え合うしくみづくり」のところを

厚くしているというか、重点を置いている計画

も非常に多いです。本県の場合、人づくり、基

盤づくり、地域福祉を支えるというところの取
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り組み、支援体制に重点を置いているんです

が、最後の部分を非常に強く押し出している県

もございます。

○丸山委員 宮崎県が福祉は人づくりを大きく

やりたいということを出したのは、福祉という

のは、実際現場で市町村がやられることが多い

と思うんですが、市町村の意見が、宮崎では人

づくりがまだまだ足りていないということで、

この５年間それを中心にやっていかないと、宮

崎県は５年程度高齢化が進んでいるから、この

辺を重視していかないと大変だということで、

いろんな協議の中でつながってきたから、ここ

をやっていこうということになってきたという

ことでよろしいでしょうか。

○城野福祉保健課長 策定委員会とか市町村へ

のアンケート調査を見ると、地域福祉をするた

めには福祉を担うキーパーソンがどうしても必

要だということで、本県の場合は地域福祉コー

ディネーターを今176人育成しているんですが、

そういう人たちをキーマンとして地域福祉を進

めたいと思っています。この部分は市町村の要

望も非常に高かったです。人が中心だというの

はですね。

○丸山委員 いずれにしましても、この計画が

あることによって、市町村の枠、県という枠が

あったときに、宮崎市と小林市が接しています

けれども、その差ができるだけないようにとい

うイメージで、宮崎県は基本はこうですよとい

うのを示していこうということで―私が一番

懸念しているのは、医療だけを見ると、話が

ちょっとずれるかもしれませんけれども、宮崎

市内には人が集まりやすい、小林やえびのに行

くと集まりにくいという偏在が今でもあると思

うんです。そういうのを宮崎県としては均一に

していきたいというあらわれで、どういう施策

を出していくのか。それをしっかり出していた

だかないと、宮崎市は何もしないでも人は集ま

るんです。中山間地域にはほとんど人が集まら

ない、介護人も集まらない可能性が高いと懸念

しているものですから、県としてはどうやって

人づくりをやっていくのか打ち出していただき

たいと思っています。そういう考え方でいいん

でしょうか。

○城野福祉保健課長 人づくりについて、地域

福祉の推進体制としてはどうしても社協が担う

という形になりますので、まず市町村の社協が

しっかりしていただいて、県の社協、県と連携

をとりながら人づくりにも努めていきたいと思

います。

○黒木委員 13ページ、県立看護大学の入学試

験手数料の免除についてです。もう12月ですか

ら、高校でも恐らくどこどこに受験するとか分

けているのかなという気がするんです。どれぐ

らい畜産農家から希望があると見ているんです

か。

○緒方医療薬務課長 実際、どの程度あるかわ

からない状況でございます。宮崎大学も同じよ

うな制度を入れるということで事前に発表が

あったわけですけど、宮崎大学としては10名ぐ

らいという感じがしています。本県の場合、看

護大学の志願者が去年762名おりました。１％か

わかりませんけど、具体的な数字は把握できて

いない状況でございます。

○黒木委員 宮大ではそういうことだと、それ

に合わせたいということで、人数はわからない

けれども。ただ、大学院については、現実、学

生はいるわけですから、ここの中ではわかるで

しょう。大学院関係はどれぐらいかわかります

か。

○緒方医療薬務課長 大学院は、今人数がわか
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りますので、確認すればわかるんですけれど

も、照会しておりませんでしたので、今、数字

は持っておりません。済みません。

○黒木委員 畜産農家に大学院生がどのくらい

いるかはわかるわけですから、そのくらいは調

べてほしかったと思うんですが。宮大に合わせ

たいという希望だけですね。

○緒方医療薬務課長 基本的には、入学試験手

数料等の問題については、国立大学法人の取り

扱いに準じるという形で細則で決めているもの

ですから、委員が言われるように宮崎大学の取

り扱いに合わせていきたいと思っております。

○中野委員長 ほかに。

○丸山委員 議案の関係もあるんですが、３ペ

ージの残留農薬の検査事業について、これは平

成12年度からずっとやっているということです

けれども、本県は１回もオーバーした事例はな

いということです。目的は、上に書いてあるん

ですが、食品の安全性の確認をするということ

ですが、何をやっているのか、320万全部国費だ

からいいというわけではなくて、もとは税金な

ものですから、どういうことをやっているの

か。宮崎県衛生環境研究所に丸投げしているん

ですけれども、ここしかできないのか。ただ単

にずっとやっているだけじゃないのかという疑

念も持つものですから、一般消費者にどういう

ふうに生かされるのか教えていただけないで

しょうか。

○船木衛生管理課長 この実態調査事業につき

ましては、平成15年に食品衛生法の改正がござ

いまして、それまではネガティブリストに283種

類農薬等の基準が設定されていましたが、これ

以外は流通が自由な状況であったということ

で、15年に法改正がありまして、18年の５月29

日から施行されたのがポジティブリスト制度で

ございます。これは流通している農薬等につい

てすべて規制をするという形に改正されたとこ

ろです。それで、この制度が改正されたときに

約800あった基準が、今821に基準が設けられて

いるところでございますけれども、これらの基

準が国際的な規格・基準に基づいて暫定的に基

準がほとんどが設定をされております。

それで、日本人の食生活に合った基準にする

ためにということで、国のほうが５年ごとに暫

定基準等を見直すことにいたしております。そ

のために実態調査を各自治体に依頼します。参

加希望が22年度が19自治体ありますけれども、

こういった自治体で、市場に流通している食品

について、国民が一日にどのぐらいの農薬をど

のような食品から摂取しているのかという調

査、いわゆる基準の見直しの基本的な調査を行

うために国のほうがこういう事業を実施してい

るということでございます。

○丸山委員 ５年おきに国のほうで基準を見直

すから、基礎調査ということで19自治体がやっ

ているということで、５年ぶりということでよ

ろしいでしょうか。それとも、ずっとほかの県

ではやっているけれども、たまたま宮崎県が今

回するということでよろしいでしょうか。

○船木衛生管理課長 これは平成12年度から国

のほうが実施されておりまして、宮崎はずっと

参加をしているところでございます。

○丸山委員 毎年ですか。

○船木衛生管理課長 はい。

○丸山委員 毎年だと、10年間で3,200万円か

かったと思うんですけれども、それに対して報

告書を上げるだけで、農薬の基準が200何十種類

から800何十種類に変わったとかいう説明があっ

たんですが、我々の健康にいいとか悪いとか、

何に使っているのか目的がわからない。何のた
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めに10年間で3,200万もかけたのかと思ってしま

うものですから、その辺はどういうふうに理解

すればよろしいでしょうか。

○船木衛生管理課長 国のほうで基準を定める

のに、先ほど言いましたように821の農薬等につ

いて暫定基準というのがほとんどでございまし

て、私たちが日常食品を摂取する中で、今の暫

定基準でいいかどうか確認するために国のほう

が調査を実施しているということです。いわゆ

る今の基準でいいかどうか判断するために、農

薬の基準が283あったものが一挙にふえた中で、

その基準が暫定基準のままでいいかどうか確認

するために実施しているということでございま

す。

○丸山委員 暫定基準を正式な基準とするに

は、いつまで続ければ結果が出ると思っていい

でしょうか。農薬がふえればふえるほどずっと

続いていくと考えなくちゃいけないんでしょう

か。

○船木衛生管理課長 国のほうが、17年から20

年までの４年間の調査結果について、今年の７

月30日に公表されておるところでございます。

その中では今の基準でいいという公表結果に

なっております。

○丸山委員 この事業はずっと続けるというこ

とでしょうか。

○船木衛生管理課長 いつまで続くかというこ

とは私どもも把握しておりませんけれども、暫

定基準の部分について、そのままでいいかどう

かが確認がとれるまで国のほうで実施されるの

ではないかと思います。

○丸山委員 320万かかっていますけれども、実

質は人件費なのか。検査費とか衛生環境研究所

のほうに出していますけれども、320万全額使い

切っているということでよろしいですか。どう

いうイメージでしょうか。

○船木衛生管理課長 全部使っております。中

身的には需用費、いわゆる検査にかかります試

薬とか器具機材がほとんどでございまして、320

万のうち需用費が286万1,000円ということで、

あとは説明会とか技術研修の旅費等が約19万、

それから検体に使用します約170種類の食品の買

い上げの５万1,000円、それから今言われました

検査にかかる賃金として日々雇用で職員を雇い

ます。これが９万8,000円、それから役務費、機

械の保守点検等で320万という内容になっており

ます。

○丸山委員 いずれにしましても、いつ終わる

のか、本当に我々のためになっているのかわか

らないものですから、税金ですので、最終的に

は食品の安心・安全につながっていると思うん

ですけれども、先ほど７月30日に４年間分が公

表されたと。農薬のことですので一般の県民は

わかりづらいと思います。どういうふうに利活

用していくのかはっきりとやっていただきたい

と思います。

○船木衛生管理課長 食に関することで、農薬

の残留という目に見えない部分でございますの

で、基準が必要になって国のほうで事業をされ

ているわけでして、安心して食生活を送るため

にはこういった検査が重要であると思っており

ます。

○黒木委員 関連で、宮崎県衛生環境研究所と

いうのは、農薬等の検査は常時やっているわけ

ですよね。今まで私たちは、農薬の基準が多い

とかそういう発表は見たような気がしないんだ

けど、そういうのはどこでしているんですか。

皆さん方に報告だけしているんですか。

○船木衛生管理課長 組織的なことですけれど

も、福祉保健部の一つの機関として学園木花台
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に衛生環境研究所があります。先ほど出ていま

した新型インフルエンザとか感染症の検査、環

境的な部分の検査、食品の検査をやっている研

究機関であります。

それと、今おっしゃった検査の公表ですけれ

ども、検査結果につきましてはホームページ等

で公表いたしております。

○黒木委員 特別、残留農薬が多くて問題に

なったとか、そういうことはまだないんです

ね。

○船木衛生管理課長 基準違反でということは

ございません。

○黒木委員 今回の補正というのは、今聞いて

おると、検査に対する資材か器材を買う、そう

いうものが主力ですか。

○船木衛生管理課長 需用費といいますか、試

薬、それから検査に使います器具類が主な予算

となっております。

○黒木委員 そういうのは常時そろえているん

じゃないの。特別に今回来たから、もっとこの

予算で買おうとか、そういうことをやるんです

か。それとも今回多くのものを検査していくと

か、特別な検査をするんですか。そこだけがふ

えるというのはちょっとおかしい。常時やって

いることと、今回予算がついたからこれで特別

またやるというのか。

○船木衛生管理課長 食品の検査は、年間の監

視計画を立てましてこの中で検査をやっており

ます。その年間計画の中には、今回、国のほう

から委託事業も受ける形で年間計画を組んで、

収去検査といいますか年間の食品の検査計画を

実施しております。

○黒木委員 閉会中にでも一回行かせてもらい

ましょう。

○米良委員 岩﨑薬務対策室長さん、その左側

のページですが、これも新規事業ですよね。協

議会を設置するというのは、薬剤師会あたりが

そのメンバーになるのか。そして何でこの時期

にこういうのが出てくるのか、時代的な背景と

あわせてお尋ねします。教えてください。

○岩﨑薬務対策室長 後発医薬品の促進事業と

いうことで、実は国のほうが平成19年に後発医

薬品の使用促進というのを掲げまして、これ

は、患者負担の軽減、保健・医療財政の健全化

を目標としまして後発医薬品の使用促進という

のを掲げております。19年に閣議決定された後

に、アクションプランが20年に策定されまし

て、後発医薬品の安心使用促進事業が開始され

ております。本県におきましては、このたび初

めて国の委託事業を受けることになっておりま

す。他の都道府県では、平成21年、昨年度から

開始した県が多うございまして、実は宮崎県は

都道府県のうちでは後ろのほう、47のうちの40

は昨年度末に開始しておりますので、宮崎のほ

うは開始がおくれたという状況でございます。

ただ、この後発医薬品につきましては、委員

も御存じのとおり、先発医薬品というのがござ

います。新薬と言われる、新しく開発されて製

造・販売されているものでございますが、これ

がブランド品というような感じで、皆様よく御

存じの名前になるわけですけれども、これが特

許期間というのがございまして、20～25年経過

いたしますと特許が切れますので、同じ成分の

薬をよその会社がつくれることになります。し

たがいまして、20～25年経過いたしますとライ

センスが自由になりますので、ほかの会社が

競ってつくれることになるわけです。薬には薬

価という値段がつけてございます。保険診療上

も正札といいますか薬価という形で値段がつい

ているわけですけれども、この薬価が、後発医
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薬品は、今申し上げたようにライセンス切れの

をつくりますので安く設定されております。先

発品は開発費なんかにすごく時間と経費がか

かっておりますので薬価が高く設定してありま

す。１錠が何百円、何千円とするものもござい

ます。後発品につきましては開発費がまるっき

しかかりませんので、非常に薬価が低く設定し

てあります。おおむね先発品の３割から７割程

度で薬価が設定されますので、皆様方が医療機

関にかかって保険診療でお払いになる薬材料に

かかる部分が、物によっては半分近いお支払い

負担で済む。薬によって違いますけれども、患

者さんの負担が少なくて済むということと、薬

代が下がりますので保険のほうからの払いが下

がるということで、国は20年にアクションプラ

ンを設定されましてこの事業を推進していると

ころでございます。政府は平成24年度に後発医

薬品のシェアが30％以上という目標を掲げてお

ります。このシェアといいますのは、一般の薬

局で売っているものではなくて、医療用の薬品

で取引されます、いわゆる販売・購入される中

で、金額はかなり先発品が高いものですから、

後発医薬品の取引の品目、数量でのシェアを30

％という目標を掲げているところでございま

す。しかし、シェアが昨年の９月現在が全国で

約20％で、目標には10％届いていないというこ

とで、国は各都道府県に後発関係の促進事業を

取りかかるように要請をされているところでご

ざいます。それが今回、本県におきましてもこ

の事業を開始することになったところでござい

ます。

○米良委員 その協議会のメンバーは。

○岩﨑薬務対策室長 この協議会のメンバー

は、今のところ12名を予定しておりまして、医

師会、歯科医師会、薬剤師会からそれぞれ、そ

れと医薬品の製造業関係の代表者、そして流通

を担当しております卸業界から来ていただく、

そして大学は宮大と九州保健福祉大の先生を１

人ずつ、それから保険者の代表をお二方、そし

て一般の方、または被保険者の代表としてお二

人を予定しているところでございます。

○米良委員 そうすると、調剤薬局の薬も全部

ひっくるめて促進をしていくという理解でいい

んですか。

○岩﨑薬務対策室長 委員がおっしゃるとお

り、薬局で後発医薬品がないことには調剤がで

きませんので、もちろん薬局での後発医薬品の

取り扱い品目もふやしていただけるような情報

提供をしたり、関係者に加わっていただいて協

議いただくということを考えておりますので、

薬局での取り扱いもふえることになるのではな

いかと思います。

○米良委員 極めていい説明を受けましたか

ら、わかりました。ありがとうございました。

○中野委員長 関連ですけど、ジェネリック

は、我々患者が行っても、医者の処方せんでも

らうわけで、どうしようもない。県病院なんか

はどうなっていますか。率先して県病院関係の

処方せんでどれぐらい使っているとか、その辺

の連携はどうですか。

○岩﨑薬務対策室長 今、委員長がおっしゃい

ましたように、後発医薬品を処方される先生も

いらっしゃいますけれども、どうしても名前が

通っている先発、ブランド品で処方されている

ことが多いです。実際病院に行かれると処方せ

んというのをお受け取りになると思うんですけ

れども、その処方せんの右下のほうに、後発医

薬品に変えては困るという場合に、医師が署名

または記名、押印をすることになっております

ので、その署名、押印がない限りは、薬局で御
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希望されれば後発医薬品に切りかえることが可

能でございます。もちろん判こがあっても、御

希望を医師のほうへおっしゃることも可能です

し、また、変えてほしいという希望を薬局で

おっしゃっても調剤することは可能でございま

す。県立病院関係も後発に切りかえることので

きる処方せんを使っておりますので、ほとんど

署名のない、可能な処方せんが出ておる状況で

ございます。

○中野委員長 ほかに。

○丸山委員 医師の修学資金制度の改正につい

てお伺いしたいんですが、改正に伴いまして、

新しく産科、内科、外科が入っていただいたん

ですが、小林市の市民病院等が内科がいなく

なったとか、小児科がゼロになったということ

で、非常に期待もする反面―49名の学生が今

借りていますが、学生に「この病院に行ってく

ださい」というのは県としては言えなくて、あ

くまで修学資金を借りた医師と公立病院なりの

交渉になると思うんですが、産科、内科、外科

に範囲が広がったことによって、宮崎市以外に

中山間地域含めて行ってほしいと思っているん

ですが、実際はどういう効果があると思ってい

らっしゃいますか。

○緒方医療薬務課長 委員御指摘のとおり、人

事権を持っていないものですから、どこに行っ

てくれということは、要望としては言えるんで

すけれども、無理やりそこに強制的に行っても

らうというのがなかなかできない状況です。そ

のため、今、派遣のやり方を検討しています。

例えば地域医療学講座と連携をとりまして、地

域医療学講座の先生は地域医療に識見を持って

いらっしゃいます。そしてドクターですので、

いろんなキャリアアップの助言等ができます。

行政ではなかなかできません。そういうこと

で、地域医療学講座の先生方に、医師修学資金

のメンバーの方々に了解をとりまして、こうい

う学生がおりますということで名前をお教えし

まして、面接をしていただいているところで

す。そういうような取り組みをしながら、今、

宮崎県の地域でどこが困っているんだと、その

中でどういう応援ができるとかきめ細かにやる

ことによって、地域偏在を克服していきたいと

思っています。

もう一つは、医学生が行きたいと思わせるよ

うな市町村公立病院の指導体制も検討していか

なくてはいけないと思っておりまして、この辺

はまだ課題ですけれども、市町村と一緒に、ど

ういうふうにやればいいのか検討していきたい

と思っているところです。

○丸山委員 後期とその他で１、１、これが一

番近く義務年限が来ていて、出なくてはいけな

い年限に入ってくると思いますが、できるだけ

中山間地域とか、本当に困っているところの実

情がこういうことだからということで、恩返し

してくださいという気持ちをしっかりと伝えて

いただきたい。一番私が期待しているのは、小

林は内科がいないという瀕死の状態になってお

りますので、その辺は我々も訴えていきます

し、市町村もそれぞれ努力をしていくと思いま

すけれども、本当に困っているところは、恐ら

く１人ではなく２～３人行かないとだめだとい

うことで、修学資金から１人出します、自治医

科大卒生の派遣制度で行きますとか、いろんな

制度を含めてしないと、１人ぽんと行っても厳

しい面もあるんじゃないかと思っていますの

で、これだけではなくていろんな形で、特に小

林市民病院に関しては努力をお願いしたいと

思っております。

○緒方医療薬務課長 今、臨床研修の２年生が
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４名と後期が１名で５名の方が医師の免許を

持って勉強されております。この方々に面談を

しまして、一応２名の方は僻地でやりたいと、

１名の方は産科に希望する、２名の方は今検討

中というような状況でございます。僻地でやっ

てみたいという意向を持っていただいています

ので、そういう意向を引き続き持っていただく

ように、そして後期１年の１人の方は２年間し

か借りておりませんので、４年間のうちの２年

間僻地に行けばいいという形になります。あと

２年間はどうするかということで、今研修とか

やっていますけれども、行かなくてもいい時期

をどうやって県と大学等でキャリアアップさせ

ていくかとか、その辺も含めながら検討してい

きたいと思っています。

それと、小林市民病院の問題につきまして

は、県も非常に気にかけておりまして、何とか

応援をしていきたいと思っているところです。

そういう中で、今委員が言われたように、１人

で行ってもなかなか難しいと思いますので、複

合的に応援できるような形を模索していきたい

と思っております。

○中野委員長 その他、ありませんか。

○外山委員 ２点だけ。１点は、自民、民主等

々との関係で、介護保険法についても変わる、

障害者自立支援法でも、25年総合福祉法に変わ

る、こういうふうに政党間のマニフェスト等に

よってくるくる変わる。こういう中での県庁の

職員、大変でしょう。そういうことは十分わ

かっておりながら、好いたことばかり言うてい

ます。そういう点は申しわけないなと、半分は

思っているんですよ。でも、宮崎県民の生活、

生命のためにぜひ頑張っていただきたいと思い

ます。

例えば、厚労省が待機児童ゼロということを

政府含めて言う。しかし、厚労省の待機児童の

定義が、私に言わせればいいかげん。というの

は保育所間の通園時間というものは、課長、ど

うなっていますか。

○鈴木こども政策課長 委員がおっしゃるとお

り、待機児童の定義が13年度に変わっておりま

して、保育所に行きたいという方が市町村に行

くと、第１志望、第２志望、第３志望までござ

いまして、その中のいずれかに入る機会がある

方については待機児童ではないということに統

計が変わったんです。そうした中で全国的に待

機児童の問題がございまして、なるだけ地域内

で保育がきちっと対応できるように、国も本年

度から、定員の上限が15とか25とか月に応じて

設けていた状況があったんですけれども、定員

のキャップを外しまして、施設基準が、人数に

応じて保育所の数を満たしておけば入れますと

いう考え方に変わったものですから、県としま

しては各市町村に、それぞれのニーズに応じた

定員の柔軟な対応をお願いしますという状況で

お願いはしているところでございます。本県に

おきましては、宮崎市で一部、この保育所に行

きたいという希望があるんだけれども、20分か

かる、30分かかるという方があって入りたくな

いという方もいらっしゃるのはわかっておりま

すので、宮崎市に対しても、分園とか増築等々

については積極的にやっていただいて、地域の

ニーズにこたえるような保育行政をやっていた

だきたいということでお願いしているところで

ございます。

○外山委員 例えば、定義の中に通園時間は20

～30分という記載があるでしょう。ちなみに、

私の家がここで、20～30分の通園時間といえば

青島の先まで行きます。それでも待機児童には

カウントしません。ちなみに、空き待ち待機児
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童は宮崎市で300人、統計というのはだから大事

だと、そういったように考えていただいて、福

祉の将来計画にしても、42年のアンケートで

は73.2％が「福祉社会を目指してほしい」とい

うのが圧倒的県民の意向です。そういったこと

を十分踏まえた上でこの計画をすばらしいもの

にしていただきたい、これは要望しておきま

す。

そして医療薬務課長、宮崎県というのは本当

にお金がない貧乏県、そして人材育成だけ頑張

ろうと育成強化する。でも、看大でも県内就職

というのは、この前お聞きしました。忘れまし

た。何％ですか。

○緒方医療薬務課長 38.9％、４割です。

○外山委員 今度も補正が出ています。半分以

上は県外。お金があれば他県の人材を一生懸命

ここで育成してさしあげることもいいと思う。

お金がないのに何で県外の人材育成のために予

算を使わないかんのかと、前から腹が立ってし

ようがない。そこら辺の取り組みもしっかりし

てほしい。

これは県内就職伸びているんでしょう。

○緒方医療薬務課長 昨年度と比較すると、残

念ながら落ちている状況でございます。

○外山委員 やっぱりそういうのは寂しいです

ね。だから、丸山委員もおっしゃっておられま

したように、畜産農家、大事ですよ、そういう

子供さんたちへの補助も大事だと思います。で

も、その方が県外に行ったら、これまたしんど

い。そういうことを含めて、人材供給県になら

ず、やっぱり県内は地産地消、医者にしても。

つい最近、保育園の園長から相談があった。

太平洋ベルト地帯、宮崎県内でも赤江、住吉、

檍の児童が急増している。そして保育士が不足

している。保育士ニーズに対する供給というの

は、現状はどうなんでしょう。

○鈴木こども政策課長 確かに保育士が厳しい

勤務環境にあるということで、離職者とかいう

話を伺っております。ただ、資格を持っている

方も潜在的には多うございまして、そのあたり

で保育士の確保については何とか間に合ってい

る状況かと思っております。

○外山委員 気休めを言うたらあかん。保育園

の園長は困っていますよ。もっと本音を出し

合って。大丈夫です―大丈夫なことあらへ

ん。130％、120％、現状は。だから、保育士確

保。これも先ほど申し上げたように、失業、失

業、一方では有効求人倍率がどうのこうの、し

かし不足している。マッチングの問題だと思う

んです。だからもっと本音を話して、保育士の

需要に供給がいかにこたえるか、そういうこと

を今後頑張っていただきたいと思います。以上

です。

○鈴木こども政策課長 おっしゃるように、保

育士の確保については、勤務条件が非常に厳

しゅうございます。８時間労働の中でお子さん

を相手にして非常に厳しい。ことし監査もある

んですけれども、処遇面で何とかならないのか

等々、園長さんあたりと監査の中でいろいろ

やっておりますので、ある程度見合うような勤

務条件等々については、まず足元からやってい

きたいと思っておりますので、よろしくお願い

します。以上です。

○米良委員 医療薬務課長、過日、このメンバ

ーで県外研修に行きまして、東京の榊原記念病

院に行きました。早速、本県から看護師が派遣

研修に行ってもう１カ月たちましたけれども、

その後の状況について何かありましたら。どう

でしょうね。

○緒方医療薬務課長 実は先日、たまたまテレ
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ビでやっておりましたけれども、11月から行っ

ております。２カ月間ということで今月いっぱ

いまで行っておりますが、まさに先進的な医療

を体験する、いろんなシステムを実際に見ると

いうことで、非常に勉強になったという報告を

きのうテレビでやっておりました。帰ってこら

れたらその辺も聞いて、今後、医療のために

は、ドクターだけではなくてコメディカルの看

護師さんたちの質の向上というのも必要なの

で、その辺をどうやっていくか考えていきたい

と思ったところです。

○丸山委員 せっかくつくっていただいた国保

の特別会計の繰入金のことをお伺いしたいんで

すが、法定繰入額と法定外繰入額と２つありま

す。勉強不足なものですから、法定というのは

どういう意味なのか、法定外というのはどうな

のか説明いただきたいと思います。

○江口国保・援護課長 今、丸山委員のほうか

らありました御質問にお答えします。

まず、法定繰り入れと法定外繰り入れの違い

でございますが、これは国の財政的な措置がさ

れているかどうか、いわゆる市町村の負担があ

るかどうかということになってまいります。法

定内につきましては、国庫補助とか交付税の対

象ということで地方財政措置が講じられており

ますので、原則として市町村の負担はないとい

うことでございます。このために法定繰り入れ

として取り扱われるものは限定されておりま

す。例えば国保運営に係る一般職員の本俸とか

職員手当の需用費等の事務費や出産一時金の支

給に要する経費、それから低所得者の保険料軽

減に関するもの、そういうものにつきまして繰

り入れができるという形でございます。

それから法定外繰り入れにつきましては、今

申し上げましたように財政措置の対象外という

ことで、市町村が独自に実施する事業等の経費

を支弁することになっておりまして、ここに掲

げさせていただいておりますが、平成20年度に

おきましては５つの市町におきまして法定外繰

り入れがなされております。簡単に御説明申し

上げます。まず、宮崎市１億573万円につきまし

ては、任意給付でございます地方単独医療費助

成実施による国の調整交付金が減額されます。

その分につきまして、法定外繰り入れというこ

とで一般財源のほうから経理上処理が行われて

いるということでございます。次に都城市1,734

万5,000円につきましては、生活習慣病の未然防

止等を図るための、いわゆるメタボ健診等の経

費につきまして、都城市の会計処理上、市の負

担割合の３分の１につきまして一般会計から振

りかえるという処理をされているために、法定

外繰り入れということで上がっております。次

に、えびの市6,810万4,000円につきましては、

被保険者の保険税の負担緩和を図ることを目的

に一般会計から繰り入れているということでご

ざいます。それから三股町の1,923万6,000円に

つきましては、徴収嘱託員の報酬とか地方財政

措置外の事務費についての繰り入れ、最後に高

原町533万8,000円につきましても、地方財政措

置外の事務費の繰り入れということで一般会計

からの繰り入れがなされたということでござい

ます。以上でございます。

○丸山委員 法定のほうでお伺いしたいんです

が、これは国の補助に基づいてやっているもの

だということですが、１人当たり幾らと考えて

いいのか。そういうベースはなくて、いろんな

補助事業絡みで、やり方によって全然とり方が

違うという考え方でいいのか、その辺を教えて

ください。

○江口国保・援護課長 今申し上げましたよう
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にいろんな事業がございます。ですから、１人

でくくるというよりか、市町村がそれぞれの項

目について要求していって財源を確保されると

理解されたほうが正しいと考えております。

○丸山委員 これが、引き続き今後やろうとし

ている国保の広域化に影響が出てくるもので

しょうか。それがわからないので、それまでで

きれば教えていただきたいんですが。

○江口国保・援護課長 広域化といいますの

が、どういう形で広域化自体を進めるかは、後

日御報告させていただきますが、今、市町村と

話し合い中でありますので、どういう形になる

かわからない部分がありますが、経費の部分に

ついては、県単位でというより、国のほうのい

ろんな指示に基づいてやっていくという形に

なってまいりますので、法定内繰り入れにつき

ましては国の制度の中で泳いでおりますから、

今のところは先行きは見えないという段階であ

ります。

○黒木委員 難病対策推進に関するお願い事が

ここにのっておりますが……。

○中野委員長 暫時休憩します。

午後２時40分休憩

午後２時40分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

ほかにないですか。

それでは、請願の審査に移ります。

新規請願について、執行部からの説明はあり

ますか。

○城野福祉保健課長 特に説明はございませ

ん。

○中野委員長 説明はないということですが、

質疑はありますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、以上をもって福祉保

健部を終了いたします。

執行部の皆様には、大変御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時41分休憩

午後２時47分再開

○中野委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

まず、採決についてでありますが、委員会日

程の最終日に行うこととなっておりますので、

あす行いたいと思います。

開会時刻は１時30分といたしますが、よろし

いでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのように決定いた

します。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 以上をもって、本日の委員会を

終了いたします。

午後２時47分散会
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平成22年12月２日（木曜日）

午後１時35分再開

出席委員（７人）

委 員 長 中 野  明

副 委 員 長 田 口 雄 二

委 員 米 良 政 美

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 黒 木 覚 市

委 員 濵 砂 守

委 員 外 山 良 治

欠席委員（１人）

委 員 図 師 博 規

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

総務課主任主事 押 川 康 成

議事課主任主事 吉 田 拓 郎

○中野委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

まず、議案の採決を行います。

採決につきましては、議案ごとがよろしいで

しょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、一括して採決いたし

ます。

議案第１号、第７号及び第12号につきまして

は、原案のとおり可決することに御異議ありま

せんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 御異議なしと認めます。よっ

て、議案第１号、第７号及び第12号につきまし

ては、原案のとおり可決すべきものと決定いた

しました。

次に、請願の取り扱いについてであります。

まず、請願第40号「認定こども園への事業費

の継続と幼児教育無償化に関する請願」の取り

扱いについてはいかがいたしましょうか。

〔「継続」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、お諮りいたします。

請願第40号を継続審査とすることに賛成の方

の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○中野委員長 挙手全員。よって、請願第40号

は継続審査とすることに決定いたしました。

次に、請願第41号「350万人のウイルス性肝炎

患者の救済に関する意見書採択を求める請願」

の取り扱いについてはいかがいたしますか。

〔「採決」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 請願第41号については採決との

意見がございますので、お諮りいたします。

この際、請願を採決することに御異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、請願第41号の賛否を

お諮りいたします。

請願第41号について採択すべきものとするこ

とに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○中野委員長 挙手全員。よって、請願第41号

は採択とすることに決定いたしました。

次に、請願第42号「知的障害者が安心して暮

らせる入所施設の存続を求める請願」の取り扱

いについてはいかがでしょうか。

〔「採決」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 請願第42号については採決との

意見がございますので、お諮りいたします。

この際、請願を採決することに御異議ありま
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せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、請願第42号の賛否を

お諮りいたします。

請願第42号について採択すべきものとするこ

とに賛成の方の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○中野委員長 挙手全員。よって、請願第42号

は採択とすることに決定いたしました。

次に、請願第45号「後期高齢者医療制度の廃

止に関する意見書提出を求める請願」の取り扱

いについてはいかがいたしましょうか。

〔「継続」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、お諮りいたします。

請願第45号を継続審査とすることに賛成の方

の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○中野委員長 挙手全員。よって、請願第45号

は継続審査とすることに決定いたしました。

次に、請願第46号「最低保障年金制度の制定

を求める請願」の取り扱いはいかがいたしま

しょうか。

〔「暫時休憩」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 暫時休憩いたします。

午後１時39分休憩

午後１時39分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

それでは、お諮りいたします。

請願第46号を継続審査とすることに賛成の方

の挙手を求めます。

〔賛成者挙手〕

○中野委員長 挙手全員。よって、請願第46号

は継続審査とすることに決定いたしました。

次に、意見書案についてであります。

ただいま請願第41号、第42号が採択となりま

したが、第41号、第42号は意見書の提出を求め

る請願であります。

お手元に配付の「ウイルス性肝炎患者の救済

を求める意見書案」「知的障がい者が安心して

暮らせる入所施設の存続を求める意見書案」に

ついて、何か御意見ありませんでしょうか。

暫時休憩いたします。

午後１時41分休憩

午後１時41分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

それでは、お諮りいたします。

意見書案につきましては、案文のとおりと

し、当委員会発議とすることに御異議ありませ

んでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 御異議ありませんので、そのよ

うに決定いたします。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りいた

します。

「福祉保健行政の推進並びに県立病院事業に

関する調査」につきましては、閉会中の継続審

査といたしたいと思いますが、御異議ありませ

んでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 御異議ありませんので、この旨

議長に申し出ることといたします。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ます。

委員長報告の項目として、特に御要望等はあ

りませんでしょうか。

暫時休憩いたします。

午後１時42分休憩
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午後１時45分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

委員長報告につきましては、今の御意見等踏

まえまして、正副委員長に御一任いただくこと

で御異議ありませんでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 それでは、そのようにいたしま

す。

暫時休憩いたします。

午後１時45分休憩

午後１時47分再開

○中野委員長 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会につきましては、後日御連絡

をいたします。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○中野委員長 以上で委員会を終了いたしま

す。

午後１時48分閉会




